


誓約する団体の名称 誓約する団体の代表者氏名 誓約する団体の役割

４．コンソーシアム構成団体が行政機関から受けた指導、命令等に対する措置の状況

団体名 指導等の年月日 指導等の内容 団体における措置状況

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

3.コンソーシアム情報

(1)コンソ シアムの有無

コンソ シアムで申請し
ない

コンソーシアムに関する誓約

コンソーシアムに参加する全ての団体（以下、「コンソーシアム構成団体」という）は、幹事団体が資金分配団体又は活動支援団体（以下、「資金分配団体等」という）としての助成の申請
なお、誓約内容について相違がなく、これらの誓約等に反したことにより、選定の取り消し等が行われることとなっても、異議は一切申し立てません。

1コンソ アム構成団体は、幹事団体を通じてコンソ アムの実施体制表を提出し、幹事団体が資金分配 団体として採択された場合は、 般財団法人日本民間公益活動連携機構との資金

２.本誓約書にて誓約をしたコンソーシアム構成団体について、申請締め切り後、コンソーシアム構成団体に変 更があった場合は申請を取り下げます。

3.コンソーシアム構成団体が申請に際して確認した次の（１）～（４）の事項等

(１)欠格事由について

(２)公正な事業実施について

(３)規程類の後日提出について（※通常枠のみ該当）

(４)情報公開について（情報公開同意書）

4.事業情報の登録・事業県連書類の提出

事業名

革新的な災害対応システムの構築並びに防災教育モデルの創出推進事業

複数選択

災害支援事業_
①防災・減災支援_



休眠預金活用事業　事業計画書 【2024年度通常枠】 ※採択された後の資金提供契約書別紙１の対象は、事業計画書の冒頭から「Ⅱ．事業概要」までとします。

　
基本情報

優先的に解決すべき社会の諸課題

○ (1) 子ども及び若者の支援に係る活動
① 経済的困窮など、家庭内に課題を抱える子どもの支援
② 日常生活や成長に困難を抱える子どもと若者の育成支援

○ ③ 社会課題の解決を担う若者の能力開発支援
○ ⑨ その他

(2)日常生活又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動
④ 働くことが困難な人への支援
⑤ 孤独・孤立や社会的差別の解消に向けた支援
⑥女性の経済的自立への支援
⑨ その他

○ (3)地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る活動
⑦ 地域の働く場づくりや地域活性化などの課題解決に向けた取組の支援

○ ⑧ 安心・安全に暮らせるコミュニティづくりへの支援
○ ⑨ その他

事業の種類4

領域／分野

その他の解決すべき社会の課題
災害時に自助共助による救命率を向上させる具体的かつ実践的な子供を中心とした教育プログラム開発支援

事業の種類2 防災・減災支援
事業の種類3

事業の種類1 ④災害支援事業
特定非営利活動法人全国救護活動研究会 コンソーシアムの有無 なし

申請団体 資金分配団体
資金分配団体 事業名（主） 革新的な災害対応システムの構築並びに防災教育モデルの創出推進事業

事業名（副） 従来の既成概念にとらわれない実践的な減災対策の開発ならびに各世代に適した体験型の減災防災教育モデルの創出
団体名

必須

任意

申請時入力不要



SDGsとの関連

Ⅰ.団体の社会的役割
(1)団体の目的 199/200字

(2)団体の概要・活動・業務 195/200字

資金提供契約締結日と事業開始日が異なります。原則として日付を一致させてください。
Ⅱ.事業概要

(終了)

事業概要

591/600字

最終受益者 広く子どもを中心とした一般市民、特に災害弱者と言われる高齢者や何らか
の障害を持つ方々やその家族、母子家庭など、災害時に独力による対応が困
難な方々

(人数)

減災・防災は災害発生前の準備（備え）が大きく影響し、災害発生時には事前準備が生死に直結し、災害発生後の避難時の環境や期間、さらには復興対策や復興期
間などにも影響を与える。特に災害発生時は、自助共助による活動が重要となり、一般市民の行動が重要となる。また、被災者支援の根幹となる被災地外部からの
迅速な支援供給が重要となる。これらの問題点を解決するため、平時において、①災害発生時における被災地道路状況のマッピング体制の充実強化、②より実践的
で世代に即した体験型防災訓練の実施、この２本柱で災害対策を充実させる。より現実的な被災地支援を目的として開発されたマッピングシステム（AIAS)に関する
協力体制の強化など、自助共助で実施可能な多角的な減災防災対策の推進と全国的な定着を目的としたトレーニングを行う。また、幼児期より積極的な体験型学習
を行い、減災防災対策の拡充を図る。災害をより「自分事」として想像することができる減災防災意識改革講座や災害時の状況を体験できる体験型防災訓練を行う
基盤作りを行う。開発と同時に各世代で体験効果を検証し、より効果的に意識改革ができる手法をシステム化し、パッケージプログラムを創出する。さらにプログ
ラムを実行する際の助成金に関する行政との関わり方などについて伴走型で専門家を派遣し、サポートを実施し、長期的に継続可能な減災防災体制の確立をサポー
トする。

本事業における、不動産（土地・建物）購入の有無
※助成金で土地の購入はできません。建物の購入（建物新
築含む）は原則できません。自己資金等で購入する場合は
認められます。詳しくは公募要領をご確認ください。

なし

直接的対象グループ 減災防災関係NPO、減災防災活動団体、町会自治会、地域に根ざした子供会
など

(人数)

実施時期

(開始) 2025/4/1 2027/3/31 対象地域

全国

我が国は世界的にも稀な地震大国です。大震災発生時に、まず求められるのは迅速な人命救助です。公助だけでは対応が困難であり、自助共助が必要となります。当法人では、レスキュー隊を教
育する専門的なスクールをはじめ、一般市民向けの防災訓練、防災教育、さらに町会自治会向けの地区防災計画作成サポートも行っています。現在は多くの区市町村と連携し、区市町村が開催す
る防災フェアなどでも減災防災活動を行なっています。

消防・警察。自衛隊向けのレスキュースクール：茨城、千葉、新潟、富山、群馬、東京、兵庫、広島、富山、大分で開催。地域の防災訓練等：東京都内４４町会と連携、最大で300名を超える防
災訓練を開催、防災備蓄品の整備指導、地区防災計画の作成協力などを実施。防災訓練では、今までに無い体験型防災訓練を行い、現在では地域の一般市民が事前訓練を行い、訓練の当日の説明
者に立つなど理想的な発展を遂げています。

国外活動の有無 － 資金提供契約締結日 採択後の契約時に用いる欄です

ゴール ターゲット 関連性の説明
_11.住み続けられるまちづく
りを

11.b   2020年までに、包含、資源効率、気候変動の緩和と
適応、災害に対する強靱さ（レジリエンス）を目指す総合
的政策及び計画を導入・実施した都市及び人間居住地の件
数を大幅に増加させ、仙台防災枠組2015-2030に沿って、あ
らゆるレベルでの総合的な災害リスク管理の策定と実施を
行う。

災害時には公的機関のみで全ての被害に対応することが困難である。同時に災害時に自助共助による救
命活動が大きな成果をあげることは過去の災害経験からも明らかである。災害に強い街づくりは市民の
意識改革及び自助共助の活性化が根幹と言える。本事業では災害弱者と言われる高齢者や子どもまでを
含んだ減災防災教育プロジェクトの創出及び定着であり、また、障害を持った方々の具体的な減災防災
対策を生み出す事業であり、最終的に「住み続けられる街づくり」に大きく関連のある事業である。



Ⅲ.事業の背景・課題
(1)社会課題 999/1000字

(2)課題に対する行政等による既存の取組み状況 198/200字

(3)課題に対する申請団体の既存の取組状況 199/200字

(4)休眠預金等交付金に係わる資金の活用により本事業を実施する意義 154/200字

行政機関では、年に数回の防災訓練や小中学校、高等学校での防災教育、さらには救命講習などの応急救護講習など、さまざまな側面から減災・防災に関する教育を実施している。しかしなが
ら、行政による減災防災教育は狭い内容に留まり、幼少期の教育にあっては幼稚園や保育園、子供は学校、大人は町会自治会などで自主的に実施するべきとされている。また、被災地の道路状況
を直接確認するマッピングシステムは存在していない。

マッピングシステムが開発中であり、能登半島地震で試験的に運用され成果を上げた。また、幼児期に効果的に教育ができる応急救護絵本を開発し、読み聞かせ教育を行い成果を上げている。小
学生に対する効果的な教育方法を教育機関と共同研究し、防災教育する際の手法として取り入れられている。また、体験型防災訓練を研究し、転倒家具に安全に挟まれる資機材を開発し、子供か
ら高齢者まで安全な体験学習を行い成果を上げている。

全国の減災防災対策を向上させるため、全国規模で教育プログラムの検証を行う必要があり、さらには検証結果の取りまとめを行い、地域に定着したボランティア団体や子供会などの支援者が容
易に取り入れることが可能で、効果が高いプログラムを作成するには助成金などを活用し、より積極的に短期間で研究し、成果を上げる必要がある。

我が国は、世界有数の地震大国です。日本周辺に発生したマグニチュード3以上の地震回数は、全世界で起こる地震回数の実に約35%を占めています。阪神・淡路大震災、十勝沖地震、新潟県中 
越地震、東日本大震災、さらに能登半島地震は記憶に新しく、また、今後30年以内に巨大地震が発生確率は、東南海地震で80%程度と言われ、甚大な被害を及ぼす  恐れのある大震災が発生する
可能性が非常に高い状態です。 こうした大震災が発生した際に、まず真っ先に求められることは、生存者の迅速な救護活動です。大震災が発生した際、一人でも多くの命を救うためには、72時
間の壁と言われているように迅速かつ的 確な救護活動がより一層、求められます。 一方で、震災発生時には消防の救助隊員などの数は圧倒的に劣勢で人命救助の中心は自助共助に委ねられるこ
ととなります。しかしながら、自助共助の具体的な発展は行えておらず、一部の地域で限局的に成果を上げているにとどまっています。各地の成果を上げている事例を共有し、研究開発を行い、
効果的なプログラムを提供することが理想ではありますが、現実的には実行が困難な状況にあります。このような教育プログラムは、世代ごとに効果的な教育手法が異なることから、さらに教育
プログラムの開発を難しくしています。また、このような教育プログラムを作成する際に幼少期は、幼稚園や保育園、学生期は学校、大人になると町会自治会と教育プログラムを研究する機関も
異なるため、連動した開発が困難となっています。しかしながら、初めにも述べたとおり、災害時に公助が届かない多くの地域で自助共助により救命が必要なことは過去の災害からも明らかであ
り、自助共助の発展プログラムを早期に確立することは重要なことです。能登半島地震で大きくクローズアップされた「道路損壊などによる通行障害で緊急消防援助隊を含め支援車両が現地に入
れない」という実情です。これらはビックデータを活用した「通れるマップ」などが公表されましたが、現実的には正確性に乏しく支援車両のトラックなどは通行できず、Uターンを余儀なくさ
れるが道幅も狭く、対応困難となり、道路渋滞を発生させるという事象が起きてしまいました。被災者支援には外部からの車両による支援が不可欠であり、道路の状況を見える化するシステムが
災害発生時には必要となります。



Ⅳ.事業設計
(1)中長期アウトカム

(2)-1 短期アウトカム（資金支援）※資金分配団体入100字 指標 100字 初期値/初期状態 100字 中間評価時の値/状態 事後評価時の値/状態

町会自治会などで実施する防災訓練の支援として、体験
型訓練資機材を整備することでボランティア団体や町会
自治会が自助共助発展の目的で防災訓練を実施する環境
を整備する。

体験型防災訓練を実施している町会自治会の一
定地域における実施比率、各施設における実施
回数

実行団体の地域（市区町村単
位）における町会自治会の体験
型防災訓練の実施状況をアン
ケート調査する。

短期目標として、地域の実施比
率20%向上を目標とする。

小中学生に対する減災防災体験学習について、効果的な
教育プログラムや資機材などを整備することで、地域の
ボランティア団体、子供会、PTAなどで実施する体制を
確立する。

減災防災教育を実施している施設数、一定地域
における実施比率、各施設における実施回数

実行団体の地域（市区町村単
位）における小中学生に対する
減災防災教育の実施状況をアン
ケート調査する。

短期目標として、地域の実施比
率30%向上を目標とする。

幼稚園保育園などの施設において、減災防災絵本や教育
資機材が整備されることで、読み聞かせボランティアな
どによる防災教育が拡充する。

読み聞かせなどによる減災防災教育を実施してい
る施設数、一定地域における実施比率、各施設
における実施回数

実行団体の地域（市区町村単
位）における読み聞かせなどに
よる減災防災教育の実施状況を
アンケート調査する。

短期目標として、地域の実施比
率30%向上を目標とする。

全国におけるマッピングシステム運行支援登録ボラン
ティアの確保及び教育体制を拡充するための広報及び訓
練事業などを拡充する。

各都道府県及び各市町村におけるマッピングシ
ステム運行支援登録ボランティア数及び各地域
における訓練回数

新規プログラムのため、初期値
はゼロである。次年度より、前
年度比とする。

短期目標として事業終了後、全
国に３００名の登録ボランティ
アを確保し、その50%を訓練修
了済みを目標とする。

①災害発生時における被災地道路状況のマッピング体制の充実強化については、事業終了時には年間を通したボランティアの登録体制及び定例訓練が安定して企画され、事業終了後2年目には行
政もしくは支援団体の長期的な支援や委託によりシステムの維持ができるようにする。②実践的で世代に即した体験型防災訓練の実施については、事業終了から２年後には教育プログラムを活用
した減災防災教育が浸透し、幼稚園保育園では、読み聞かせによる教育が20%程度の施設で実施されている状況を目指し、5年後には全国的に減災防災対策絵本による読み聞かせ教育は保育園幼
稚園では一般的になっている状況を目指す。また、小学校や中学校などの子供会やPTAでチームビルディングレスキューツアーなどが浸透し、5年後には学生に対する減災防災体験学習が一般的な
状況になっていることを目指す。これらの環境に影響を受け、大人に対する減災防災対策も拡充されていくことを目指す。

モニタリング



(2)-2 短期アウトカム（非資金的支援）※資金分配団100字 指標 100字 初期値/初期状態 100字 中間評価時の値/状態 事後評価時の値/状態

95/200字

127/200字

142/200字

159/200字

132/200字

48/200字

0/200字

各団体の活動拠点の整備：各団体の活動拠点を計画的に整備拡充し、長期的に活動可能な環境を整備する。 通年

幼児期の子供が体験可能な体験型防災訓練資機材の購入：幼稚園保育園に対する減災防災を目的とした体験型防災訓練を実施することが可能となり、その成果が具体的に理解されることで
定期的な教育を継続する必要性が理解され、長期的に継続実施されることで自助共助の体制が強化され災害対応能力が向上する。

研究及び指導開始時

小中学生が体験可能な体験型防災訓練資機材の購入：チームビルディングレスキューツアーなどをパッケージにした小中学生などに対する減災防災体験学習を実施することが可能となり、そ
の成果が具体的に理解されることで定期的な教育を継続する必要性が理解され、長期的に継続実施されることで自助共助の体制が強化され際が一応能力が向上する。

研究及び指導開始時

町会自治会が体験可能な体験型防災訓練資機材の配布：町会自治会などに対する体験型防災訓練を実施することが可能となり、その成果が具体的に理解されることで定期的な教育を継続す
る必要性が理解され、長期的に継続実施されることで自助共助の体制が強化され際が一応能力が向上する。

研究及び指導開始時

(3)-1 活動：資金支援　※資金分配団体入力項目 時期
マッピングシステム導入に向けた必要資機材の購入：情報インフラが途絶した被災地でマッピングシステムを稼働させるために必要な資機材を整備し、登録ボランティアが使用可能な状態
に整備する支援を行う。

初年度研究用資機材使用時、2年目もしくは３年目、開発資機材購入時

読み聞かせ絵本の購入：幼稚園保育園に対する減災防災を目的とした読み聞かせ教育を実施することが可能となり、その成果が具体的に理解されることで定期的な教育を継続する必要性が
理解され、長期的に継続実施されることで自助共助の体制が強化され災害対応能力が向上する。

研究及び指導開始時

町会自治会などについては事業期間中に防災リーダーな
どの市民を指導できる市民を教育育成し、自律的に訓練
を継続できる環境を整備する。

各団体内の教育が実施可能な指導者人数 実行団体の状況をアンケート調
査する。

属する市民の10%の指導者育成
を目標とする。

小中学生に対する減災防災体験学習については、地域の
教育委員会など市区町村と連携する場合が多いことから
サポートを行い、事業終了後も効果的に活動が出来る環
境を整備する。

各団体の協定、連携、提携の具体的な状況 実行団体の地域（市区町村単
位）における状況をアンケート
調査する。

各地域の連携状況30%向上を目
標とする。

読み聞かせなどを行う団体が組織的な活動を行い、市区
町村や幼稚園保育園と提携する環境を整備する。

各団体の協定、連携、提携の具体的な状況 実行団体の地域（市区町村単
位）における状況をアンケート
調査する。

市町村との連携を目指し、保育
園幼稚園に関しては30%向上を
目標とする。

モニタリング
マッピングシステム運行支援ボランティアに対する教育
手法及び関係団体への広報方法などについて指導を行
う。

訓練回数、広報内容 新規プログラムのため、初期値
はゼロである。次年度より、前
年度比とする。

登録ボランティアの研修修了に
よる知識技術保有者について、
ボランティア総数の50%を目標
とする。



83/200字

75/200字

0/200字

Ⅴ.広報戦略および連携・対話戦略

153/200字

58/200字

Ⅵ.出口戦略・持続可能性について 助成期間終了後も社会課題の解決に向けた活動を継続させる戦略・計画を記入してください。

397/400字

392/400字

資金分配団体

①事業終了後の資金調達の計画として、研究会会員の増加を目的とした広報の拡充、また、法人会員を増やすための広報誌やホームページでのロゴ
掲載、防災訓練や講習会などにおける大型ビジョンや掲示板へのロゴ掲載など、具体的な広報内容を具現化し、会員収入を増加させる。また、都道
府県、区市町村の助成金を効率的に活用できるように計画をたて、町会自治会などの団体を支援しながら助成金収入を安定化させる。②現在の組織
体制に加え、連携する団体との協定を結び、共同で行う事業の固定化、広報の協力など、体制整備を行い、2016年より継続、安定的に進めている
事業のさらに安定化させる。③子供会、町会自治会など、自らの企画力と実行力では災害対策の課題解決が困難な団体に対して、行政との仲介組織
として効率的に作用し、行政が提供するサービスがスムーズに末端に届くようなサポートをすることで必要団体としての位置付けを定着化させる。

実行団体

①地域における行政との連携を高め、行政の掲示板や広報誌への投稿を定着化させることで、公益目的事業を行う団体としての認知度を高め、さら
にインスタグラムなどのインターネット広報を充実させることで若手の人材獲得を行うとともに、教育制度を整備し、人材育成を行う。②都道府
県、区市町村の助成金を効率的に活用できるように計画をたて、町会自治会などの団体を支援しながら助成金収入を安定化させる。また、地元企業
などの支援団体との連携強化を進め、活動資金の安定収入を確保する。これらの連携には行政を介した広報が有効であるため、行政との連携は優先
課題として対応する。③子供会、町会自治会など、自らの企画力と実行力では災害対策の課題解決が困難な団体に対して、行政との仲介組織として
効率的に作用し、行政が提供するサービスがスムーズに末端に届くようなサポートをすることで必要団体としての位置付けを定着化させる。

広報戦略

各区市町村には広報誌があり、広報誌は地域の団体では投稿が可能であるため、各地域の広報誌への投稿。FMラジオによる広報。ホームページを
特設し、インスタグラムなどを連携させ、継続的に市民に視聴してもらえる広報体制を整備する。インターネットを活用した広報では動画を効果的
に使用できるため高い広報効果が期待できる。

連携・対話戦略

NIコラボなどの事業共有アプリを活用し、リアルタイムで全国の団体の活動状況が把握できるシステムを初期段階で構築する。

(3)-2 活動：組織基盤強化・環境整備：非資金的支援 時期
目標設定（ビジョン・ミッション・バリューの確立）、人的基盤の確立、資金調達を含む財政基盤の確立、ガバナンス（組織統治体制）整備、評価実施の支援、調査・普及啓発等の支援 通年

各団体が地域の行政や組織と連携できるように伴走型の支援を実施する。：具体的な連携、協定、提携の環境を整備することで長期的な活動が可能な環境を整備する。 通年



Ⅶ.関連する主な実績
(1)助成事業の実績と成果 189/800字

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等 693/800字

Ⅷ.実行団体の募集

126/200字

105/200字

217/200字

Ⅸ.事業実施体制
128/200字

名

名
190/200字

(3)ガバナンス・
コンプライアンス体制

事業を行う上での取り決めを行政書士が作成し、確実な取り決めを行うほか、全国に展開している当法人の管理体制を活用し、リアルタイムで各団体の活動を情報
収集するとともに動画及び画像で記録し、NIコラボなどの情報管理システムで一元的に事業内容を管理します。（この情報管理は他団体の活動を広く知ることがで
きるため、各種違反防止になるだけでなく、参考案件となるため、事業の発展も期待できる。）

(4)コンソーシアム利用有無 なし

名

新規採用人数
(予定も含む)

5
予定なし(左記メンバーは全員本
事業専従予定)

既存PO人数 0

(4)案件発掘の工夫

当法人が有している日本全国で活動しているプロボノの団体に広く広報を行います。現在把握している団体で各都道府県で１団体は情報がありますので多くの団体
から問い合わせがあると予想されます。また、当法人で情報のない団体はインターネットで調べるだけでも多く見つかりますので案件発掘の専任担当者を指定し、
広報活動を行います。合わせて、本事業の目的を紹介したホームページを作成し、全ての団体が同じ方向を向いて、成果をあげれるように対応する予定です。

(1)事業実施体制、メンバー
構成と各メンバーの役割

○本事業専任担当者：事業管理者、事業補助者（行政書士）、経理担当者、プロジェクトリーダー、サブリーダー
○NPO兼任担当者：東日本統括者１名、西日本統括者１名、サーバントリーダー６名（北海道・四国支部、東北支部、関東支部、近畿支部、東海中国支部、九州支
部）

(2)本事業のプログラム・オ
フィサーの配置予定

※資金分配団体用

人数 内訳 他事業との兼務 左記で「(兼務)予定あり」の場合、業務比率想定を記載

5

(1)採択予定実行団体数 20

(2)実行団体のイメージ

被災地支援を行なっている団体、子供会やPTAなどの子供の減災防災対策に直接関わることができる団体、地域に根ざしたボランティア団体、町会自治会などの一
般市民が構成する防災組織、小学生向けの「浮いて待てプール講習」などを行なっている消防士のボランティア団体

(3)1実行団体当り助成金額

１実行団体年間7,000,000円〜8,000,000円、上限を10,000,000円とする。マッピングシステム構築と体験型防災訓練の両方の事業を行う団体があった場合は年間の上
限を20,000,000円とする。

昨年度の成果として、東京都の助成金（地域の底力助成金等）を活用し、５８町会と連携し、減災防災対策支援を実施しています。規模は約1400万円です。東京都の子供の笑顔と体験プロジェク
トの防災訓練部門で参加し、都内の小中学校、高校で体験型防災訓練を実施予定です。また、体験型防災訓練はあきる野市のふるさと納税の対象商品として選ばれ、チケット化されることとな
り、現在準備を進めています。

減災防災に関する研究は1998年に数名の消防士から始まり、臨床救急医医学会、集団災害医学会などにおける研究発表をはじめ、各種論文により成果を公表してまいりました。2006年にはアメ
リカへ職員を派遣し、情報収集を行い、その成果を講習会として国内で実施し、減災防災を目的とした講習会を今日までに80回以上行い、4000名以上の方が受講しています。子供向けの活動に関
する具体例としては、応急救護絵本を作成し、幼稚園や保育園などに対する読み聞かせ活動を行い、全国消防長会賞も受賞しています。6年ほど前から町会自治会などの減災防災対策の支援を充
実させ、地域防災計画に連携させる地区防災計画の作成をサポートする活動を始め、現在では東京都のあきる野市を中心に５８町会の減災防災対策に関するサポートを行なっている。活動資金は
法人の会報誌及び各種講習の優先受講権利などのサービスで会員収入があり、町会自治会などの一般市民サポートではその９割が行政からの助成金である。地元に根ざした団体や市町村などの行
政とも連携し、効果的な活動を行なっている。東京都内では企画・計画・実行の全てで行政や消防の援助を受けず、行政や消防も参加する側の防災訓練をコーディネートし、一般市民の300名を
超える参加があったことは次世代の減災防災対策実行力として注目を集めいてる。これらの活動の根幹となるエビデンスは組織の９割以上が現職の消防職員で構成されており、実災害で対応した
経験がある職員が計画し、活動していることで研究だけではない、現実的な減災防災対策を提案できていることが市民の心に直接作用し、事業の成功へと結びつけている。



 

資金計画書 バージョン
（契約締結・更新回数）

1

資金分配団体
2024/10/01 2027/03/31

事業名

団体名
事業名
団体名

プログラムオフィサー関連経費
評価関連経費

260,930,000

革新的な災害対応システムの構築並びに防災教育モデルの創出
推進事業
特定非営利活動法人全国救護活動研究会

18,000,000

助成金

220,390,000

190,000,000
30,390,000

9,000,000
9,000,000

22,540,000

合計

申請団体
事業期間

資金分配団体

実行団体

事業費

資金分配団体用

実行団体への助成

実行団体用

管理的経費

～



 

資金計画書資料　①助成概要

1. 事業費 [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

3,954,000 78,812,000 68,812,000 68,812,000 220,390,000
70,000,000 60,000,000 60,000,000 190,000,000

3,954,000 8,812,000 8,812,000 8,812,000 30,390,000

2. プログラム・オフィサー関連経費 [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

2,164,000 6,792,000 6,792,000 6,792,000 22,540,000
1,600,000 4,800,000 4,800,000 4,800,000 16,000,000

564,000 1,992,000 1,992,000 1,992,000 6,540,000

3. 評価関連経費 [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

0 6,000,000 6,000,000 6,000,000 18,000,000
0 3,000,000 3,000,000 3,000,000 9,000,000

3,000,000 3,000,000 3,000,000 9,000,000

4. 合計 [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

6,118,000 91,604,000 81,604,000 81,604,000 260,930,000助成金計(A+B+C)

その他経費

管理的経費

プログラム・オフィサー関連経費 (B)

実行団体用

プログラム・オフィサー人件費等

事業費 (A)

評価関連経費 (C)
資金分配団体用

実行団体への助成
－



 

資金計画書資料　②自己資金・民間資金

(1)事業費の補助率

助成期間合計 100.0% FALSE

【参考】年度別の助成金による補助率(A/(A+D))
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

補助率 100% 100% 100% 100%
1,980 1,480 1,480 1,480

(2)自己資金・民間資金からの支出予定
自己資金・民間資金からの支出予定について、調達予定額、調達方法、調達確度等を記載してください。

年度 予定額[円] 調達方法 調達確度
2024年度 480 自己資金 A:確定済
2024年度 1,000 寄付 D:計画段階
2025年度 480 自己資金 A:確定済
2025年度 1,000 寄付 D:計画段階
2026年度 480 自己資金 A:確定済
2026年度 1,000 寄付 D:計画段階
2027年度 480 自己資金 A:確定済
2027年度 1,000 寄付 D:計画段階
2024年度 500 現物支援 D:計画段階

特例申請対象

特例申請について
事業費のうち自己資金・民間資金による負担を20%未満とすることを申請する場合は「自己資金に関する申請書」に理由等を明示してください。
特例申請が認められた場合でも、複数年度の事業では、最終年度の補助率は 80％以下とします。

自己資金・民間資金
合計 (D)

6,420

説明（調達元、使途等）

助成金による補助率
(A/(A+D))

日本財団

日本財団

日本財団
ピースウィンズジャパン

日本財団





(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

事務局体制の備考 有給２名は、事務１名及び外部委託税理⼠１名

⾮常勤職員・従業員数［⼈］ 41
有給［⼈］ 0
無給［⼈］ 41

職員・従業員数［⼈］ 53
常勤職員・従業員数［⼈］ 12

有給［⼈］ 2
無給［⼈］ 10

理事・取締役数［⼈］ 5
評議員［⼈］ 0
監事/監査役・会計参与数［⼈］ 2

上記監事等のうち、公認会計⼠または税理⼠数［⼈］ 1

⽒名
役職

役員数［⼈］ 7

代表者(2)
フリガナ

代表者(1) ⽒名 ⼋櫛 徳⼆郎
役職 代表理事

フリガナ ヤクシ トクジロウ

設⽴年⽉⽇ 2016/02/17
法⼈格取得年⽉⽇

電話番号 042-550-9052

 WEBサイト(URL)

団体WEBサイト http://csrm.boo.jp/csrm/Welcome.html

その他のWEBサイト
(SNS等)

都道府県 東京都
市区町村 あきる野市⽜沼
番地等 520-8

団体情報⼊⼒シート

団体名 特定⾮営利活動法⼈全国救護活動研究会
郵便番号 197-0826

団体種別法⼈格 NPO法⼈ 資⾦分配団体





(12)過去に休眠預⾦事業で助成を受けた実績

0

0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

申請中・申請予定⼜は採択された
事業名

番号

対象 申請 左記で実⾏団体として申請中・申請予定⼜は採択された場合

年度 事業 種別・状況
申請中・申請予定⼜は採択された
資⾦分配団体名





2023/11/2版

※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名： 革新的な災害対応システムの構築並びに防災教育モデルの創出推進事業 記入箇所チェック 記入完了

団体名： 特定非営利活動法人全国救護活動研究会

過去の採択状況： 通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されていない。

記入完了 記入完了 記入完了

(参考)JANPIAの規程
類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所
※条項等

. . .

公募申請時に提出 定款 第22条

公募申請時に提出 定款 第23条

公募申請時に提出 定款 第22条

公募申請時に提出 定款 第23条

公募申請時に提出 定款 第21条

公募申請時に提出 定款 第26条

公募申請時に提出 定款 第28条

公募申請時に提出 定款 第27条

. . .

公募申請時に提出 定款 第13条

公募申請時に提出 理事の構成に関する規程 第4条

. . .

公募申請時に提出 定款 第31条

公募申請時に提出 定款 第31条

公募申請時に提出 定款 第31条

公募申請時に提出 定款 第31条

公募申請時に提出 定款 第34条

公募申請時に提出 定款 第34条

公募申請時に提出 定款 第36条

公募申請時に提出 定款 第35条

⚫ 理事の職務権限 . . .

理事の職務権限規程 公募申請時に提出 定款 第14条

⚫ 監事の監査に関する規程 . . .

監事監査規程 公募申請時に提出 定款 第14条

. . .

公募申請時に提出 役員報酬規程 第2条

公募申請時に提出 役員報酬規程 第2条

⚫ 社員総会・評議員会の運営に関する規程

　規程類必須項目確認書（社団・財団・NPO法人等）

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。
過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html
◎申請時までに整備が間に合わず後日提出するとした規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いします。
◎以下の必須項目は、公益財団法人、一般財団法人、公益社団法人、一般社団法人、特定非営利活動法人を想定したものです。これ以外の法人については、表を参考に整備してください。なお、ご不明点等はJANPIAへご相談ください。

記入箇所チェック　※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

規程類に含める必須項目

（１）開催時期・頻度

・評議員会規則
・定款

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「評議員会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する評議員を除いた上で行う」という
内容を含んでいること
※社団法人においては、特別利害関係を持つ社員の社員総会への出席ならびに議決権の行使に関する除外
規定は必須としないこととします。

（１）理事の構成
「各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族等である理事の合計数が、理事の総数の３
分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

定款
（２）理事の構成
「他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事の合計数が、理事の総数
の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

⚫ 理事会の運営に関する規程　※理事会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

・定款
・理事会規則

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議　（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「理事会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する理事を除いた上で行う」という内容
を含んでいること

JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担が規定さ
れていること

監事の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監事を設置していない場合は、社員総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してください

役員及び評議員の報酬
等並びに費用に関する
規程（２）報酬の支払い方法

（１）役員及び評議員（置いている場合にのみ）の報酬の額

⚫ 理事の構成に関する規程　※理事会を設置していない場合は不要です。

⚫ 役員及び評議員の報酬等に関する規程



⚫ 倫理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 倫理規定 第3条

公募申請時に提出 倫理規定 第4条

公募申請時に提出 倫理規定 第5条

公募申請時に提出 倫理規定 第6条

公募申請時に提出 倫理規定 第7条

公募申請時に提出 倫理規定 第10条

公募申請時に提出 倫理規定 第8条

公募申請時に提出 倫理規定 第9条

⚫ 利益相反防止に関する規程 . . .

公募申請時に提出 利益相反防止に関する規程 第3条

公募申請時に提出 利益相反防止に関する規程 第3条

公募申請時に提出
役員および役職員の利益相反防止のための自
己申告等に関する規程

第3条

⚫ コンプライアンスに関する規程 . . .

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第3条

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第5条

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第9条

⚫ 内部通報者保護に関する規程 . . .

公募申請時に提出 内部通報規程 第4条

公募申請時に提出 内部通報規程 第9条

⚫ 組織（事務局）に関する規程 . . .

公募申請時に提出 事務局規程 第2条

公募申請時に提出 事務局規程 第3条

公募申請時に提出 事務局規程 第4条

公募申請時に提出 事務局規程 第6条

. . .

公募申請時に提出 給与規定 第3条

公募申請時に提出 給与規定 第4条、第5条

⚫ 文書管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 文書管理規程 第6条

公募申請時に提出 文書管理規程 第9条

公募申請時に提出 文書管理規程 第10条

⚫ 情報公開に関する規程 . . .

情報公開規程 公募申請時に提出 情報公開規程 別表

⚫ リスク管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 リスク管理規程 第6条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第9条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第9条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第8条

⚫ 経理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 経理規定 第5条

公募申請時に提出 経理規定 第3条

公募申請時に提出 経理規定 第6条、第16条

公募申請時に提出 経理規定 第9条、第11条

公募申請時に提出 経理規定 第17条、第18条

公募申請時に提出 経理規定 第５章

公募申請時に提出 経理規定 第６章

（１）基本的人権の尊重

・倫理規程
・ハラスメントの防止に関
する規程

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を与える行為
を行わない」という内容を含んでいること

（７）情報開示及び説明責任

（８）個人情報の保護

（６）ハラスメントの防止

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相反を防ぐ措
置」について具体的に示すこと

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁止
のための自己申告等に
関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、理事、監事、評議員・社員、職員その他の事業協力団体の関係者に対し、特別
の利益を与えないものである」という内容を含んでいること

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切な組織におい
て内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

コンプライアンス規程

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う部署が設置
されている 」という内容を含んでいること

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その内容を公表
する」という内容を含んでいること

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

内部通報（ヘルプライ
ン）規程（２）通報者等への不利益処分の禁止

「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン（平成28年
12月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（２）職制

（３）職責

（４）事務処理（決裁）

（４）緊急事態対応の手順

（１）基本給、手当、賞与等
給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

（１）決裁手続き

文書管理規程（２）文書の整理、保管

（３）保存期間

⚫ 職員の給与等に関する規程

（１）区分経理

経理規程

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（４）勘定科目及び帳簿

（５）金銭の出納保管

（６）収支予算

（７）決算

以下の１.～４.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業計画、収支予算
３. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、財産目録
４. 理事会、社員総会、評議員会の議事録

（１）具体的リスク発生時の対応

リスク管理規程

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針



 

定款 

特定非営利活動法人全国救護活動研究会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



特定非営利活動法人全国救護活動研究会定款  

 
 

 

第 1 章 総 則  

 
(名 称) 

第 1 条 この法人は、特定非営利活動法人全国救護活動研究会という。  

 

(事務所)  

第 2 条 この法人は、主たる事務所を東京都あきる野市牛沼 520 番地 8に置く。  

 

(目 的)  

第 3 条 この法人は、広く一般市民、特に災害救護活動に関わる方々に対して、救護 

活動、救命活動等についての情報の提供に関する事業、災害時における救護活 動に

ついての研修会、講習会等の企画、開催に関する事業等を行い、災害救護 活動に関

する技術、知識の向上と国民の生命の保護を図り、もって広く公益に 寄与すること

を目的とする。 

 

(特定非営利活動の種類)  

第 4 条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行

う。   

(1) 社会教育の推進を図る活動  

(2)  災害救援活動  

(3)  国際協力の活動  

(4)  前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は 

援助の活動  

 

(事業の種類)  

第 5 条 この法人は、第 3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業とし

て、次の事業を行う。  

(1)  救護活動、救命活動等についての情報の提供に関する事業  

(2)  災害時における救護活動についての研修会、講習会等の企画、開催に関 

する事業  

(3)  国内外の災害救護活動に関わる個人、団体との協力、連絡、連携及び支 

援に関する事業 

 



第 2 章 会 員  

 
(種 別) 

第 6 条 この法人の会員は、次の 2種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法(以 

下「法」という。)上の社員とする。  

(1) 正会員 この法人の目的に賛同して入会した個人及び団体 

(2) 賛助会員 この法人の目的に賛同し賛助するために入会した個人及び団体  

 

(入 会)  

第 7 条 会員の入会について、特に条件は定めない。  

(1) 会員として入会しようとするものは、理事長が別に定める入会申込書によ

り、理事長に申し込むものとする。  

(2) 理事長は、前項の申し込みがあったとき、正当な理由がない限り、入会を 

認めなければならない。 

(3) 理事長は、第 2項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付し 

た書面をもって本人にその旨を通知しなければならない。 

 

(入会金及び会費)  

第 8条 会員は、総会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならな

い。  

 

(会員の資格の喪失)  

第 9条 会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。 

(1) 退会届の提出をしたとき。  

(2) 本人が死亡し、若しくは失そう宣告を受け、又は会員である団体が消滅 し

たとき。  

(3) 継続して 1年以上会費を滞納したとき。 (4) 除名されたとき。  

 

(退 会)  

第 10 条 会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会するこ 

とができる。  

 

(除 名)  

第 11 条 会員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを除名す 

ることができる。  

(1) この定款に違反したとき。 

(2)この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。 

2 前項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決の前に当該会員に 弁明の

機会を与えなければならない。  



第 3 章 役 員  

 
(種別及び定数) 

第 12 条 この法人に、次の役員を置く。 

(1) 理事 3人以上 5人以内  

(2) 監事 1人 

2 理事のうち 1 人を理事長とし、1名以上 3人以内を副理事長とすることができる。  

 

(選任等)  

第 13 条 理事及び監事は、総会において選任する。  

2 理事長及び副理事長は、理事の互選とする。  

3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは三親等以 内の親

族が 1人を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び三親等 以内の親族が

役員の総数の 3分の 1を超えて含まれることになってはならない。  

4 法第 20 条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができな

い。  

5 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねてはならない。  

 

(職 務)  

第 14 条 理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。  

2 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるとき又は理事長が欠け たとき

は、理事長があらかじめ指名した順序によって、その職務を代行する。  

3 理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び総会又は理事会の議決に基 づき、

この法人の業務を執行する。  

4 監事は、次に掲げる職務を行う。 

(1) 理事の業務執行の状況を監査すること。 

(2) この法人の財産の状況を監査すること。 

(3) 前 2 号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の 行

為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した 場合に

は、これを総会又は所轄庁に報告すること。 

(4) 前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。  

(5) 理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見 を

述べること。  

 

(任期等) 

第 15 条 役員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。 

2 補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者又 は現任

者の任期の残存期間とする。 

3 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行

わなければならない。  



(欠員補充)  

第 16 条 理事又は監事のうち、その定数の 3分の 1を超える者が欠けたときは、遅滞 

なくこれを補充しなければならない。  

 

(解 任)  

第 17 条 役員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを解任す 

ることができる。  

(1) 心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。 

(2) 職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。  

2 前項の規定により役員を解任しようとする場合は、議決の前に当該役員に 弁明の

機会を与えなければならない。  

 

(報酬等)  

第 18 条 役員は、無報酬とする。 

2 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。  

3 前項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。  

 

第 4 章 会 議 

 
(種 別)  

第 19 条 この法人の会議は、総会及び理事会の 2種とする。 2 総会は、通常総会及

び臨時総会とする。  

 

(総会の構成)  

第 20 条 総会は、正会員をもって構成する。  

 

(総会の権能)  

第 21 条 総会は、以下の事項について議決する。  

(1) 定款の変更  

(2) 解散及び合併 

(3) 会員の除名 

(4) 資産の管理方法 

(5) 事業計画及び予算並びにその変更  

(6) 事業報告及び決算  

(7) 役員の選任及び解任 

(8) 役員の職務及び報酬 

(9) 入会金及び会費の額 



(10) 借入金(その事業年度内の収益をもって償還する短期借入金を除く。第 47

条において同じ。)その他新たな義務の負担及び権利の放棄 (11)解散におけ

る残余財産の帰属 

(12) 事務局の組織及び運営 

(13) その他運営に関する重要事項  

 

(総会の開催)  

第 22 条 通常総会は、毎年 1回開催する。 

2 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。 

(1) 理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。 

(2) 正会員総数の 5分の 1以上から会議の目的を記載した書面により招集の 請

求があったとき。 

(3) 監事が第 14 条第 4項第 4号の規定に基づいて招集するとき。  

 

(総会の招集)  

第 23 条 総会は、前条第 2項第 3号の場合を除いて、理事長が招集する。 

2 理事長は、前条第 2項第 1号及び第 2号の規定による請求があったときは、 その

日から 14日以内に臨時総会を招集しなければならない。 

3 総会を招集する場合には、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載し た書面

により、開催の日の少なくとも 5日前までに通知しなければならない。  

 

(総会の議長)  

第 24 条 総会の議長は、理事長がこれにあたる。  

 

(総会の定足数)  

第 25 条 総会は、正会員総数の 2分の 1以上の出席がなければ開会することはできな 

い。  

 

(総会の議決)  

第 26 条 総会における議決事項は、第 23 条第 3項の規定によってあらかじめ通知し

た 事項とする。 

2 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数 をもっ

て決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。  

 

(総会での表決権等)  

第 27 条 各正会員の表決権は平等なものとする。  

2 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知さ れた事

項について、書面をもって表決し、又は他の正会員を代理人として表 決を委任する

ことができる。  



3 前項の規定により表決した正会員は、前 2条及び次条第 1項の規定の適用 につい

ては出席したものとみなす。  

4 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決 に加わ

ることができない。 

 

(総会の議事録)  

第 28 条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならな 

い。 

(1)日時及び場所 

(2)正会員総数及び出席者数(書面表決者又は表決委任者がある場合にあっ て

は、その数を付記すること。)  

(3)審議事項 

(4)議事の経過の概要及び議決の結果  

(5) 議事録署名人の選任に関する事項  

2 議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人 2人が、記名 押印又

は署名しなければならない。 

 

(理事会の構成)  

第 29 条 理事会は、理事をもって構成する。  

 

(理事会の権能)  

第 30 条 理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。 

(1) 総会に付議すべき事項  

(2) 総会の議決した事項の執行に関する事項 

(3) その他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項  

 

(理事会の開催)  

第 31 条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。 

(1) 理事長が必要と認めたとき。  

(2) 理事総数の 3分の 2以上から理事会の目的である事項を記載した書面に よ

り招集の請求があったとき。  

 

(理事会の招集)  

第 32 条 理事会は、理事長が招集する。 

2 理事長は、前条第 2号の規定による請求があったときは、その日から 14 日以内に

理事会を招集しなければならない。 

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載し た書面

により、開催の日の少なくとも 5日前までに通知しなければならない。  

 

 



(理事会の議長)  

第 33 条 理事会の議長は、理事長がこれにあたる。  

 

(理事会の議決)  

第 34 条 理事会における議決事項は、第 32 条第 3項の規定によってあらかじめ通知

し た事項とする。  

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議 長の決

するところによる。  

 

(理事会の表決権等)  

第 35 条 各理事の表決権は、平等なものとする。  

2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知さ れた事

項について書面をもって表決することができる。  

3 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第 1項の適用については、 理事

会に出席したものとみなす。  

4 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決 に加わ

ることができない。  

 

(理事会の議事録)  

第 36 条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければなら 

ない。  

(1) 日時及び場所 

(2) 理事総数、出席者数及び出席者氏名(書面表決者にあっては、その旨を 付

記すること。) 

(3) 審議事項 

(4) 議事の経過の概要及び議決の結果 

(5) 議事録署名人の選任に関する事項  

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人 2人が記 名押印

又は署名しなければならない。  

 

第 5 章 資 産 
 

(構 成) 

第 37 条 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。 

(1) 設立当初の財産目録に記載された資産 

(2) 入会金及び会費 

(3) 寄付金品  

(4)財産から生じる収益  

(5) 事業に伴う収益 

(6) その他の収益  



(区 分) 

第 38 条 この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産とする。  

 

(管 理)  

第 39 条 この法人の資産は、理事長が管理し、その方法は、総会の議決を経て、理事 

長が別に定める。  

 

第 6 章 会 計  

 
(会計の原則)  

第 40 条 この法人の会計は、法第 27 条各号に掲げる原則に従って行わなければなら

な い。  

 

(会計区分)  

第 41 条 この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計とする。 

 

(事業年度)  

第 42 条 この法人の事業年度は、毎年 10月 1日に始まり、翌年 9月 30日に終わ

る。  

 

(事業計画及び予算)  

第 43 条 この法人の事業計画及びこれに伴う予算は、毎事業年度ごとに理事長が作成 

し、総会の議決を経なければならない。  

 

(暫定予算)  

第 44 条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないとき

は、 理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収 

益費用を講じることができる。 

2 前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。  

 

(予算の追加及び更正)  

第 45 条 予算成立後にやむを得ない事由が生じたときは、総会の議決を経て、既定予 

算の追加又は更正をすることができる。  

 

(事業報告及び決算)  

第 46 条 この法人の事業報告書、財産目録、貸借対照表及び活動計算書等決算に関す 

る書類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査を受け、 総

会の議決を経なければならない。 

2 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。  



(臨機の措置)  

第 47 条 予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担を 

し、又は権利の放棄をしようとするときは、総会の議決を経なければならない。  

 

第 7 章 定款の変更、解散及び合併 

 
(定款の変更)  

第 48 条 この法人が法第 25 条第 3項に規定する事項について定款を変更しようとす

る ときは、総会に出席した正会員の 4分の 3以上の多数による議決を経、かつ、 所

轄庁の認証を得なければならない。 

2 この法人が定款を変更(前項の規定により所轄庁の認証を得なければなら ない事項

を除く。)したときは、所轄庁に届け出なければならない。  

 

(解 散)  

第 49 条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。 

(1) 総会の決議  

(2)目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能 

(3) 正会員の欠亡 

(4) 合併 

(5) 破産手続開始の決定  

(6) 所轄庁による設立の認証の取消し 

2 前項第 1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の 4分の 3 以上の

議決を得なければならない。 

3 第 1 項第 2号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければな らな

い。  

 

(残余財産の帰属)  

第 50 条 この法人が解散(合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。)したと 

きに残存する財産は、法第 11 条第 3項に掲げる者のうち、総会において議決 した者

に譲渡するものとする。  

 

(合 併)  

第 51 条 この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の 4分の 3以 

上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。  

 

第 8 章 公告の方法 

 
(公告の方法)  



第 52 条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して 

行う。  

 

第 9 章 事務局 

 
(事務局の設置)  

第 53 条 この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置する。  

2 事務局には、事務局長及び必要な職員を置く。  

 

(職員の任免)  

第 54 条 事務局長及び職員の任免は、理事長が行う。  

 

(組織及び運営)  

第 55 条 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別 

に定める。  

 

第 10 章 雑 則  

 
(細則)  

第 56 条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれ 

を定める。  

 

附則  

1 この定款は、この法人の成立の日から施行する。  

2 この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。  

 

理事長 八櫛 徳二郎  

理事  中村直哉  

理事  糸井友行  

理事  吉岡利征  

理事  熊澤光明  

監事  林洋志  

 

3 この法人の設立当初の役員の任期は、第 15 条第 1項の規定にかかわらず、この法 

人の成立の日から平成 28 年 12月 31日までとする。  

4 この法人の設立当初の事業年度は、第 42 条の規定にかかわらず、この法人の成立 

の日から平成 28 年 9月 30日までとする。  

5 この法人の設立当初の事業計画及び予算は、第 43 条の規定にかかわらず、設立総 

会の定めるところによる。  



6 この法人の設立当初の入会金及び会費は、第 8条の規定にかかわらず、次に掲げ 

る額とする。 

(1) 入会金 正会員 個人 0円 団体 100,000円 賛助会員 個人 5,000円 団体 

100,000円  

(2) 年会費 正会員 個人 5,000円 団体 100,000円 賛助会員 個人 5,000円 

団体 100,000円  

 



特定非営利活動法人全国救護活動研究会 

コンプライアンス規程 

 

第１章 総 則 

（目的） 

第１条 この規程は、特定非営利活動法人全国救護活動研究会（以下「この法人」と

いう。）の倫理規程の理念に則り、この法人に適用又は適用の可能性のある法

令、定款又は内部規程の遵守（以下「コンプライアンス」という。）上の問題

を的確に管理及び処理し、もってその事業活動の公正かつ適正な運営に資する

ための組織及びコンプライアンス施策の実施及び運営の原則を定めることを

目的とする。 

 

（基本方針） 

第２条 この法人の役員及び職員（以下「役職員」という。）は、法令、定款及び内

部規程の内容を真摯に受け止め、事業活動の業務遂行に際してはコンプライア

ンスを最優先する。 

 

（組織） 

第３条 この法人のコンプライアンスにかかわる組織として以下のものを置く。 

一 コンプライアンス担当理事 

二 コンプライアンス委員会 

三 コンプライアンス統括部門 

 

（コンプライアンス担当理事） 

第４条 コンプライアンス担当理事は、理事の互選により選任する。 

２ コンプライアンス担当理事は、理事会に対し、定期的にこの法人のコンプラ

イアンスの状況について、報告する。 

３ コンプライアンス担当理事は、コンプライアンス全般にかかわる事項を所管し、

コンプライアンスに関する各種施策を立案し、実施する責務を有する。 

  ４ コンプライアンス担当理事の役割及び権限は以下のとおりとする。 
    一 コンプライアンス施策の実施の最終責任者 

二 コンプライアンス違反事例の対応の統括責任者 
 

（コンプライアンス委員会） 

第５条 コンプライアンス委員会は、コンプライアンス担当理事を委員長とし、総務

部及び外部有識者を委員として構成する。 

 

 



  ２ コンプライアンス委員会は、以下の事項を遂行する。 

一 コンプライアンス施策の検討及び実施 

二 コンプライアンス施策の実施状況のモニタリング 

三 コンプライアンス違反事件について原因の究明に向けた分析及び検討 

四 コンプライアンス違反の関係者の厳格な処分の検討及び再発防止策の策 

  定 

    五 第三号の原因の究明に向けた分析及び検討の結果並びに第四号の処分及

び再発防止策の公表 

    六 その他コンプライアンス担当理事が指示した事項 

 

（コンプライアンス委員会の開催） 

第６条 コンプライアンス委員会は、委員長の招集により開催する。 

  ２ 委員長は、必要があると認めるときは、コンプライアンス委員会をいつでも

招集することができる。 

 

（コンプライアンス統括部門） 

第７条 この法人の総務部をコンプライアンス統括部門とする。 

  ２ コンプライアンス統括部門は、コンプライアンス体制及びその整備にかかわ

る企画、推進及び統括を所管し、コンプライアンス体制の実効性を挙げるため

の方針や施策等を検討し、実施する。 

 

  ３ コンプライアンス統括部門は、コンプライアンス施策の進捗状況その他のコ

ンプライアンスにかかわる事項をコンプライアンス担当理事に定期的かつ必要

に応じて報告する。 

 

（報告、連絡及び相談ルート） 

第８条 役職員は、コンプライアンス違反行為又はそのおそれがある行為を発見した

場合は、速やかにコンプライアンス統括部門に報告する。ただし、内部通報規

程に基づく通報等を行った場合はこの限りでない。 

２ コンプライアンス統括部門は、前項の報告で、コンプライアンス違反行為又

はそのおそれがある事象を知ったときは、直ちにその旨をコンプライアンス担

当理事に報告するとともに、事実関係の調査を行い、対応方針を検討し、コン

プライアンス担当理事の承認を受けて、当該事象への対応を実施する。 

３ 役職員は、緊急の事態等の事由により、コンプライアンス統括部門を経由す

ることができないときは、コンプライアンス担当理事に直接、同項の報告をす

ることができる。 

 

 

 

 



（不正発生時の原因究明、処分、再発防止策と公表） 

第９条 コンプライアンス違反事件が発生した場 合は、迅速に次の対応を行う。 

    一 コンプライアンス違反事件について原因の究明に向けた分析・検討 

    二 コンプライアンス違反関係者の厳格な処分の検討及び再発防止策の策定 

    三 原因究明に向けた分析及び検討結果並びに職員の処分及び再発防止策の

公表 

 

（改廃） 

第10条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 



特定非営利活動法人全国救護活動研究会 給与規程 

 

 

（総則） 

第１条 この規程は、特定非営利活動法人全国救護活動研究会（以下、「当法人」と

いう）の職員の給与等に関する事項について定めたものである。 

 

（適用範囲） 

第２条 この規程は、当法人の職員として正式に採用された者に対して適用する。 
２ 前項以外の嘱託職員、契約職員、パートタイマー、アルバイト等など就業形

態が特殊な者についてはこの規程は適用せず、個別の契約等の定めによる。 
 

（給与の種類） 
第３条 職員の給与の種類は次に掲げるものとする。 

（１）基本給 月給と時間給の二種類とする。 
月給の場合、初任給は １９万円～とする。 
時間給の場合、東京都の最低賃金に準ずるものとする。 

（２）時間外労働の割増賃金 
１時間当たり（平均時間給×１．２５）とする 

（３）通勤手当  
交通費実費額が月額１０，０００円以下の場合、月額、実費を支給する。 
月額１０，０００円を超える場合、月額１０，０００円を支給する。 

 

（給与締切日及び支払い日） 

第４条 給与は月の１日から起算し末日に締切る。 

２ 給与は毎月翌月２５日に支払う。ただし、支給日が金融機関の休日にあたる

ときはその前日に繰上げて支払う。 

 

（給与の支払方法） 

第５条 給与は当該職員の指定する銀行等の当該職員の預金口座への振込みにより支

払うこととする。 

 

（昇給） 

第６条 昇給は、評価期間を毎年１０月１日から翌年９月末までとし、当該期間の勤

務成績、技能、能力の向上度合い、功績、当法人の運営状況その他の事項を総

合的に査定し、１０月に決定する。 

２ 当法人の業績の消長等により、昇給を行わないこともある。 

 
 



（給与からの控除） 

第７条 給与からの控除金は次の通りとし、適用除外の場合を除き、毎月給与支払の

際、これを控除するものとする。 
（１）健康保険料（介護保険料を含む） 
（２）厚生年金保険料 
（３）雇用保険料 
（４）源泉所得税 
（５）住民税 

 
（給与の日割計算） 
第８条 職員が月の中途から採用されたとき又は月の中途で退職したときは、その月

の在職日数から勤務を要しない日の日数を差し引いた日数を基礎として日割り

によって計算する。 
 
（賞与） 
第９条 賞与は当法人の業績に応じて、勤務成績、技能、功績その他の事項を考慮し

支給することがある。ただし、当法人の運営状況、支給対象者の勤務成績等そ

の他やむを得ない事由がある場合には、支給日を変更し、又は支給しないこと

がある。なお、金額については理事会の承認を得て、理事長が別に定める。 
 
（休職中の給与） 
第１０条 休職期間中は、無給とする。 
 
（年次有給休暇等） 
第１１条 職員が年次有給休暇を取得したときは、１日あたりの賃金額を支給する。 
   ２ 慶弔休暇、産前産後休暇、母子保健管理のための休暇、生理休暇、育児休

暇、介護休暇等の休暇を取得したときは、原則として無給とする。ただし、

当法人が特別に認めた場合には、前項と同様の取り扱いとすることができる。 
 
（業務上疾病等による休業） 
第１２条 当法人の業務上の傷病又は通勤災害により休業した職員は、労働基準法及

び労働者災害補償保険法の定めによって保険給付を受けるものとする。 
２ その他本規程に定めのない事項については、各関係法令の例により、理事

会がこれを定める。 
 
（規程の改廃等） 
第１３条 本規程は、法律改正、当法人の運営状況又は社会情勢の変化等により必要

と認めたときは、規程内容を変更することがある。 
 
 



（補則） 
第１４条 本規程の実施に関し必要な事項は、理事会の承認を得て、理事長が別に定

めるものとする。 



特定非営利活動法人全国救護活動研究会 経理規定 

 

第１章 総 則 

（目的） 

第１条 この規程は、特定非営利活動法人全国救護活動研究会（以下、「当法人」とい

う）の会計処理に関する基準を定め、会計業務を迅速かつ正確に処理し、法人

の収支の状況、財産の状況を明らかにして、能率的運営と活動の向上を図るこ

とを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 当法人の会計に関する事項は、定款に定めのある場合のほか、この規程を適

用する。 

 

（会計処理の原則） 

第３条 会計の処理および手続きは、特定非営利活動促進法２７条各号に掲げる原則

に従って行うものとする。 

 

（会計年度） 

第４条 当法人の会計年度は、定款に定める事業年度に従い、毎年１０月１日から翌

年９月３０日までとする。 

 

（会計の区分） 

第５条 当法人の会計の区分は、特定非営利活動に係る事業会計とする。 

 

（経理責任者） 

第６条 当法人の経理責任者は経理担当理事とする。 

 

（規程外事項） 

第７条 この規程に定めのない事項については、事務局長および経理担当理事におい

て協議し、理事長の決裁を得て指示するものとする。 

 

（規程の改廃） 

第８条 この規程を改廃する場合には、事務局長の上申に基づいて、理事会の決裁を

受けなければならない。 

 

 

 

 

 



第２章 勘定科目及び帳簿 

（勘定科目の設定） 

第９条 当法人の会計においては、財務及び会計のすべての状況を正確かつ迅速に把

握するため 必要な勘定科目を設ける｡ 

 

（会計伝票） 

第10条 資産、負債及び正味財産の増減及び移動並びに収益費用の発生に関する事実

について、次に掲げる会計伝票を作成し、これにより記帳整理する。 

   (1) 入出金伝票 

(2) 振替伝票 

 

（会計帳簿） 

第11条 会計帳簿は、これを主要簿及び補助簿とする。 

  ２ 主要簿とは、次に揚げるものをいう。 

   (1) 仕訳帳 

(2) 総勘定元帳 

  ３ 補助簿とは、次に揚げるものをいう。 

   (1) 現金出納帳 

(2) 借入台帳 

(3) 会員台帳 

(4) 固定資産台帳 

(5) 受取寄付金台帳 

(6) その他事業内容によって必要な帳簿 

 

（帳簿の照合） 

第12条 補助簿の金額は、毎月末日に総勘定元帳の金額と照合しなければならない。 

 

（帳簿の更新） 

第13条 帳簿は、原則として会計年度ごとに更新する。 

 

（帳簿書類の保存期間） 

第14条 会計関係書類の保存期間は、文書管理規程のとおりとする。ただし、法令が

定める期間がこれを越えるものについては、その定めによる。 

２ 保存期間は、会計年度終了のときから起算する。 

３ 保存期間経過後に会計関係書類を処分するときには、会計責任者の承認を得

なければならない。 

 

 

 

 



第３章 金銭出納 

（金銭の範囲） 

第15条 この規程で金銭とは、現金および預貯金をいい、現金とは通貨のほか、随時

に通貨と引き換えることができる小切手・証書などをいう。 

 

（出納責任者） 

第16条 金銭の出納・保管については、出納責任者をおくものとする。 

２ 出納責任者は経理担当理事が任命する。 

 

（金銭の出納） 

第17条 金銭の出納は、出納責任者の承認印のある会計伝票に基づいて行わなければ

ならない｡ 

 

（収納した金銭の保管） 

第18条 日々入金した金銭は、これを直ちに支出に充てることなく、収入後速やかに

金融 機関に預け入れなければならない。 

 

第４章 固定資産 

（固定資産の範囲） 

第19条 固定資産とは、耐用年数１年以上で、かつ、取得価額 10 万円以上の有形固

定資産およびその他の資産とする。 

 

（取得価額） 

第20条 固定資産の取得価額は次の各号による。 

   一 購入に係るものは、その購入価格に付随費用を加算した額 

   二 贈与によるものは、そのときの適正な評価額 

 

（固定資産の購入） 

第21条 固定資産の購入に際しては、会計責任者および理事長の決裁を受けなければ

ならない。 

 

（固定資産の管理責任者） 

第22条 固定資産の管理責任者は事務局長とする。 

 

（固定資産の管理） 

第23条 固定資産の管理責任者は、固定資産台帳を設けて、その保全状況および移動

について記録し、移動・毀損・滅失があった場合は会計責任者に報告しなけれ

ばならない。 

 

 



（登記および付保） 

第24条 固定資産のうち、不動産登記を必要とする場合は登記し、損害のおそれのあ

る固定資産は、適正額の損害保険を付さなければならない。 

 

（減価償却） 

第25条 有形固定資産のうち、土地および建設仮勘定を除き、毎会計年度、定率法（建

物については定額法）により減価償却を実施するものとする。 

 

（物品の管理） 

第26条 物品として管理しなければならない消耗品・図書などは、固定資産に準じて

備品台帳を設け、事務局長が管理するものとする。 

 

第５章 予 算 

（予算の目的） 

第27条 予算は、各会計年度の事業計画を明確な計数的目標をもって表示し、もって、

事業の円滑な運営を図ることを目的として、収支の合理的な規制を行うもので

ある。 

 

（予算編成） 

第28条 活動予算書案は事業計画書案に従って立案し、調整及び編成は理事長が行う。 

２ 活動予算書は収益費用の目的、性質に従って各科目に区分する。 

３ 活動予算書案の決定は、理事会の承認を得て総会に付議し、活動予算書の決

定並びにその変更は総会の承認を得なければならない。 

 

（予算の補正） 

第29条 予算の補正を必要とするときは、理事長は補正予算を作成して、理事会の承

認を得なければならない。 

 

第６章 決 算 

（決算の目的） 

第30条 決算は、一定期間の会計記録を整理し、当該期間の収支を計算するとともに、

その期末の財政状態を明らかにすることを目的とする。 

 

（計算書類の作成） 

第31条 理事長は、毎会計年度終了後、速やかに、次の計算書類を作成し理事会に提

出しなければならない。 

(1) 活動計算書 

(2) 貸借対照表 

(3) 財産目録 

  ２ 計算書類は理事会および総会の承認を得なければならない。 



（監査） 

第32条 前条の計算書類を作成した後、通常総会の開催前までに監事の監査を受けな

ければならない。 

  ２ 監事は監査結果についての意見を書面により徴し、計算書類に添付しなけれ

ばならない。 

 

（報告） 

第33条 前条により監事の監査を受けた事業報告書及び計算書類は、総会の承認を得

た後速やかに所轄庁へ提出しなければならない。 



特定非営利活動法人全国救護活動研究会 事務局規程 

 

第１章 総 則 

（目的） 

第１条 この規程は、特定非営利活動法人全国救護活動研究会（以下「この法人」と

いう）が、この法人の事務処理の基準その他の事務局の組織及び運営に関し必

要な事項を定め、事務局における事務の適正な運営を図ることを目的とする。 

 

第２章 組 織 

（事務局） 

第２条 事務局に、総務部、事業部を置く。 

  ２ 各部の分掌は、別紙の「業務の分掌」に定める。 

 

第３章 職 制 

 

（職員等） 

第３条 事務局には、次に掲げる職員を置く。 

(1) 事務局長 

(2) 事務局員 

  ２ 理事長は、前項に規定する職制のほか、必要に応じて職員の職務を設けるこ

とができる。 

 

第４章 職 責 

（職員の職務） 

第４条 この法人の職員の職務は次のとおりとする。 

    一 事務局長は、理事長の命を受けて、各部の業務を行う。 

    二 事務局員は、事務局長の命を受けて、各部の業務に従事する。 

 

（職員の任免及び職務の指定） 

第５条 職員の任免及び職務の指定は、理事長が行う。 

 

第５章 事務処理 

（事務の決裁） 

第６条 事務に関する事項は、原則として担当者が文書によって立案し、事務局長の

決裁を 受けて施行する。ただし、重要な事務は、理事長若しくは理事会の決裁

を経なければならない。 

 

 

 



（代理決裁） 

第７条 理事長が出張等により不在である場合において、特に緊急に処理しなければ

ならない決裁文書は、決裁権者があらかじめ指定する者が決裁することができ

る。 

  ２ 前項の規定により代理決裁した者は、事後速やかに決裁権者に報告しなけれ

ばならない。 

 

（規程外の対応） 

第８条 この規程以外の事務局に関する事項で、文書に関する事項は、別に「文書管

理規程」に定める。 

 

（細則） 

第９条 この規程の実施に関し必要な事項は、理事長が理事会の承認を得て、別に定

めるものとする。 

 

（改廃） 

第10条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 業務の分掌 

部 分掌事務 

 
 
 
 

総務部 

① 理事会及び総会運営 

② 資金管理、経理並びに予算策定及び管理 

③ 人事及び労務 

④ コンプライアンス及びリスク管理関係（コンプライアンス委員会の運営を含む） 

⑤ 内部通報窓口 

⑥ 規程類の制定及び改廃 

⑦ 購買その他の内部システム関係 

⑧ 経営戦略並びに中長期計画又は年度計画の策定及び実行管理 

⑨ 広報、プロモーション及び事業報告 

⑩ その他上記に関連する事項 

 
 

事業部 

① 事業の実施 

② 継続的進捗管理並びに成果評価の点検及び検証 

③ システム構築及び運用 

④ その他上記に関連する事項 

 



特定非営利活動法人全国救護活動研究会 情報公開規程 
 

 
（目的） 

第１条 この規程は、特定非営利活動法人全国救護活動研究会（以下「この法人」という）

が、その活動状況、運営内容、財務資料等を積極的に公開するために必要な事項を

定めることにより、この法人の公正で開かれた活動を推進することを目的とする。 

 

（法人の責務） 

第２条 この規程の解釈及び運用に当たっては、一般に情報公開することの趣旨を尊重する

とともに、個人に関する情報がみだりに公開されることのないよう最大限の配慮を

しなければならない。 

 

（利用者の責務） 

第３条 別表に規定する情報公開の対象書類の閲覧又は謄写（以下「閲覧等」という。）を

した者は、これによって得た情報を、この規程の目的に即して適正に使用するとと

もに、個人に関する権利を侵害することのないよう努めなければならない。 

 

（情報公開の方法） 

第４条 この法人は、法令の規定に基づき情報の開示を行うほか、事務所への備置き又はイ

ンターネットを利用する方法により、情報の公開を行うものとする。 

 

（公告） 

第５条 この法人は、法令の定めるところに従い、貸借対照表等について、公告を行うもの

とする。 

  ２ 前項の公告については、定款第５２条の方法によるものとする。 
 
（書類の備置き等） 

第６条 この法人は、所轄庁に提出された別表１に掲げる書類を事務所に常時備え置くもの

とし、備え置く期間は、直近の年度より過去５年分とする。 

  ２ この法人は、前項の規定により事務所に備え置いた書類のうち、別表２に掲げる書

類を閲覧等に供するものとする。ただし、正当な理由を有しない者に対してはこの

限りでない。 

 

（閲覧等の場所及び日時） 

第７条 前条の規定に基づき閲覧等の対象となる書類の閲覧等の場所は、理事長の指定する

場所とする。 

  ２ 前条の規定に基づき書類の閲覧等が可能な日は、この法人の休日以外の日とし、書

類の閲覧等が可能な時間は、この法人の業務時間のうち、午前１１時から午後４時

までとする。ただし、この法人は、正当な理由があるときは、閲覧等の日時を指定

することができる。 

 

（閲覧等に関する事務） 

第８条 第６条第２項に基づき別表２に掲げる書類の閲覧等の申請があったときは、次に定

めるところにより取扱うものとする。 

(1) 様式１に定める閲覧等申請書に必要事項の記入を求め、その提出を受ける。 

(2) 閲覧等申請書が提出されたときは、様式 2 に定める閲覧受付簿に必要事項を

記載し、申請された書類を閲覧に供する。 
 
（インターネットによる情報公開） 



第９条 この法人は、第７条第２項の規定による閲覧等のほか、インターネットなどを通じ

て、広く一般の人々に対して情報の公開に努める。 

  ２ 前項の規定による情報公開の内容、方法等の詳細は理事長が定める。 

 

（その他） 

第10条 この規程に定めるもののほか、情報公開に関し必要な事項は、理事会の決議により

定める。 

 

（改廃） 

第11条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１ 備置き対象書類一覧 

１ 定款、各種規程 

２ 認証・登記に関する書類の写し 

３ 事業計画書、活動予算書 

４ 事業報告書、貸借対照表、活動計算書、財産目録 

５ 監査報告書 

６ 役員名簿及び役員報酬規程 

７ 社員名簿 

８ 総会議事録 

９ 理事会議事録 

 
 
 

別表２ 閲覧対象書類一覧 

１ 定款 

２ 事業計画書、活動予算書 

３ 事業報告書、貸借対照表、活動計算書、財産目録 

４ 監査報告書 

５ 役員名簿及び役員報酬規程 

６ 社員名簿（前事業年度末日における社員のうち１０人以上の者の氏名等を記載したも

の） 

７ 総会議事録 

８ 理事会議事録 

 
 
別表２の１及び５、６については、最新のもの。 



様式１ 

閲 覧 等 申 請 書 

 

特定非営利活動法人全国救護活動研究会 

理事長 八櫛 徳二郎 殿 

 
 

 

 
申請月日 年 月 日

申請者 

申請者住所 〒

電話番号 

 

以下のとおり、 閲覧 ・ 謄写 を申請いたします（該当するものを○で囲んで下さい））。なお私（申

請者）は、下記の目的に従って閲覧等をした書類から得た情報を、当該目的に即して適正に使用す

るとともに、当該情報によってみだりに第三者の権利を侵害しないことを誓約いたします。 

 
閲覧等の目的 ： 

 

 

 
閲覧等を求める書類（該当するものを○で囲んで下さい。）  

１. 定款 

２. 事業計画書、活動予算書 

３. 事業報告書、貸借対照表、活動計算書、財産目録 

４. 監査報告書 

５. 役員名簿及び役員報酬規程 

６. 社員名簿（前事業年度末日における社員のうち１０人以上の者の氏名等を記載したも

の） 

７．総会議事録 

８．理事会議事録 



様式２ 

閲 覧 等 受 付 簿 

 

 

受付 

番号 

受付年月日 申込人の住所 申込人名 受付担当者 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 
 



特定非営利活動法人全国救護活動研究会 

リスク管理規定 

 

（目的） 

第１条 この規程は、特定非営利活動法人全国救護活動研究会（以下「当法人」とい

う）におけるリスク管理に関して必要な事項を定め、もってリスクの防止及び

当法人の損失の最小化を図ることを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 この規程は、当法人の役員および職者に対して適用する。 

 

（リスクの分類） 

第３条 この規程において｢リスク｣とは、当法人に物理的、経済的若しくは信用上の

損失又は不利益を生じさせるすべての可能性を指すものとし、｢具体的リスク」

とは、リスクが具現化した次の事象などを指すものとする。 

(1) 信用の危機不全な公益活動や欠陥のある情報の提供等によるイメージの

低下 

(2) 財政上の危機収入の減少や資金の運用の失敗等による財政の悪化 

(3) 人的危機労使関係の悪化や役員間の内紛や代表者の承継問題等 

(4) 外部からの危機自然災害 

(5) 事故 

(6) インフルエンザ等の感染症 

(7) 建物爆破、放火、誘拐、恐喝等、並びに脅迫状の受領などの外部からの不

法な攻撃、反社会的勢力からの不法な攻撃 

(8) 内部者による背任、横領等の不祥事、また摘発等を前提とした官公庁によ

る立入調査 

(9) その他上記に準ずる緊急事態 

 

（推進体制） 

第４条 役員および職員は、この規程の精神を実現することが自らの役割であること

を認識し、率先垂範の上、関係者に周知徹底しなければならない。 

  ２ この規程の運営統括は、理事会とする。 

  ３ この規程の管理のための事務局は、理事長が執り行い、理事会にて実施する。 

 

（リスクに関する措置） 

第５条 業務の遂行に当たって、法令、定款及び当法人の定める規程など、リスク管

理に関するルールを遵守しなければならない。 

  ２ 役員および職員は、具体的リスクを積極的に予見し、適切に評価するととも

に、当法人に とって最小のコストで最良の結果が得られるよう、その回避、軽

減及び移転その他必要な措置を事前に講じなければならない。 



  ３ 役員および職員は、業務上の意思決定を求めるに当たっては、当法人が行う

事業において、予見される具体的リスクを進んで明らかにするとともに、これ

を処理するための措置について具申しなければならない。 

 

（具体的リスク発生時の対応） 

第６条 役員および職員は、具体的リスクが発生した場合には、これに伴い生じる当

法人の損失又は不利益を最小化するため、必要と認められる範囲内の初期対応

を十分な注意をもって行う。 

  ２ 役員および職員は、具体的リスク発生後、速やかに代表理事および理事に必

要な報告をするとともに、その後の処理については、代表理事および理事の指

示に従う。 

  ３ 役員および職員は、具体的リスクに起因する新たなリスクに備え、前条の措置

を講ずる。 
  ４ コンプライアンスに関するリスクについては、「コンプライアンス規程」に

よる対応を行う。 

 

（具体的リスクの処理後の報告） 

第７条 役員および職員は、具体的リスクの処理が完了した場合には、処理の経過及

び結果について記録を作成し、理事長に報告しなければならない。 

 

（緊急事態への対応） 

第８条 危機によるリスク等が発生し、全体的な対応が重要である場合（以下、｢緊急

事態｣という）は、理事長をリスク管理統括責任者とする緊急事態対応体制をと

るものとする。 

  ２ 緊急事態の発生を認知した役員および職員は、速やかに所定の通報先へ通報

しなければならない。 

  ３ 特定の緊急事態が発生した場合、又はその発生が予想される場合は、緊急事

態対策室（以下、｢対策室｣という)を設置することができる。 

 

（緊急事態に対する基本対応方針） 

第９条 緊急事態の発生時においては、次の各号に掲げる基本方針に従い、対応する

ものとする。 

   一 地震、風水害等の自然災害 

・生命及び身体の安全を最優先とする。 

・必要に応じ官公署へ連絡する。 

・災害対策の強化を図る。 

   二 事故 
(1)  爆発、火災、建物倒壊等の重大事故 

・生命及び身体の安全を最優先とし、環境破壊の防止にも努める。 
・必要に応じ官公署へ連絡する。 



・事故の再発防止を図る。 

(2)  この法人の活動に起因する重大な事故 

 ・生命及び身体の安全を最優先とする。 

 ・必要に応じ官公署へ連絡する。 
 ・事故の再発防止を図る。 
(3)  役職員に係る重大な人身事故 

 ・生命及び身体の安全を最優先とする。 
 ・必要に応 じ、官公署へ連絡する。 
 ・事故の再発防止を図る。 

三 インフルエンザ等の感染症 

 ・生命及び身体の安全を最優先とし、伝染防止にも努める。 

 ・必要に応じ、官公署へ連絡する。 

 ・集団感染の予防を図る。 

四 犯罪 

(1) 建物の爆破、放火、誘拐、恐喝その他の外部からの不法な攻撃 

 ・生命及び身体の安全を最優先とする。 
 ・不当な要求に安易に屈せず、警察と協力して対処する。 
 ・再発防止を図る。 
(2) 当法人の法令違反等の摘発等を目的とした官公庁による立入調査 

 ・当法人の損失の最小化を図る観点から適切な対応を検討する。 

 ・再発防止を図る。 

(3) 内部者による背任、横領等の不祥事 

 ・当法人の損失の最小化を図る観点から適切な対応を検討する。 

 ・必要に応じ、官公署へ連絡する。 
 ・再発防止を図る。 

   五 機密情報の漏えいや情報システムへの不正なアクセス 
     ・被害状況（機密情報漏えいの有無、この法人外への被害拡大や影響の有無）の

把握 
     ・被害の最小化を図る観点から適切な対応を検討する。 
     ・必要に応じ、官公署へ連絡する。 
     ・再発防止を図る。 
   六 その他上記に準ずる法人運営上の緊急事態 
     ・当法人の損失の最小化を図る観点から適切な対応を検討する。 
 
（緊急事態に対する役員・職員への指示） 

第10条 理事長もしくは対策室は、緊急事態を解決するに当たって、必要と認められ

るときは、役員および職員に対して一定の行動を指示することができる。役員

および職員は、理事長もしくは対策室から指示が出されたときは、その指示に

従って行動しなければならない。 

(1) 情報の収集・確認・分析 



(2) 応急処置の決定・指示 

(3) 原因の究明及び対策基本方針の決定 

(4) 対外広報、対外連絡の内容、時期、窓口、方法の決定 

(5) 当法人内連絡の内容、時期、方法の決定 

(6) 対策室からの指示、連絡ができないときの代替措置の決定 

(7) 対策実施上の分担等の決定、及び対策実行の指示、並びに実行の確認 

(8) その他、必要事項の決定 

 

（広報対応およびクレームへの対応） 

第11条 利害関係者からの信頼を確保するために、法人内外に対する情報公開を適時

適切に行う。 

  ２ 役員および職員は、口頭又は文書により取引先・顧客などからクレーム・異

議などを受けた場合には、それらが重大な具体的リスクにつながるおそれがあ

ることを意識し、直ちに理事長および理事に報告し、指示を受ける。 

  ３ 役員は、クレーム・異議などの重要度を判断し、関係者と協議の上、対応し

なければならない。 

 

（改廃） 

第12条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

 



特定非営利活動法人全国救護活動研究会 内部通報規程 

 

 

（目的） 

第１条 この規程は、特定非営利活動法人全国救護活動研究会（以下「当法人」という）

における、法令又は当法人の規程・内規等に違反する不正行為（以下「法令違

反等行為」という）の早期発見及びその是正措置並びに内部通報者の保護を図

るために必要な事項を定めることにより、当法人のコンプライアンス規程の目

的を補完して、当法人の健全な運営に資することを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 この規程は、当法人の全ての役職員、当法人の事業活動の関係者（会員、委

託業務従事者その他理事長が指定する者を含む）に対して適用し、これらの者

を第３条に定める内部通報を行う者 （以下「内部通報者」という）とする。 

 

（定義） 

第３条 この規程に定める「内部通報」とは、当法人の事業活動に関して、次に掲げ

る法令違反等行為が生じている又は生じる可能性がある場合に、これを当法人

又は外部機関に通報又は相談（以下「通報等」という）することをいう。 

   一 法令又は当法人の定款、規程・内規等に違反する行為 

   二 前条に定める者その他当法人の利害関係者の安全又は健康に対して危険を

及ぼすおそれのある行為 

   三 当法人の名誉又は社会的信用を侵害し又は低下させるおそれのある行為 

   四 その他当法人、前条に定める者又は当法人の利害関係者に重大な損害を生

じさせるおそれのある行為 

 

（体制） 

第４条 当法人は、別に定めるコンプライアンス規程により設置された、コンプライ

アンス委員会の委員長をもって内部通報の窓口とする。 

  ２ 前項の他、役員に係る通報等のため、外部窓口を設置することができる。 

 

（通報等の方法等） 

第５条 内部通報者は、前条に定める窓口に対して、電話、電子メール、書面又は直

接面談の方法により通報等をすることができる。通報の窓口の電話番号、電子

メールのアドレス等は、第２条で定める者に別途通知するものとする。 

  ２ 通報等は原則実名とするが、直接面談を除く前項のいずれの方法による場合

も、匿名により通報等を行うことができる。但し、匿名の場合には法令違反等

行為について信じるに足る相当な根拠を必要とする。 

  ３ 内部通報者は、不正に利益を得る目的、当法人又は第三者に損害を与える目

的その他不正な目的で通報等を行ってはならない。 



  ４ 当法人との契約又は当法人の就業規則その他の規程における守秘義務に関す

る規程は、この規程の定めに従って行われる通報等を妨げない。 

 

（通報等への対応） 

第６条 通報の窓口は、内部通報者から通報等を受けたときは、直ちに理事長に報告

しなければならない。但し、通報等が理事長に係るものである場合は、監事に

報告するものとする。 

  ２ 報告を受けた理事長又は監事は、速やかに法令違反等行為に関する調査の開

始及びその他の対応につき決定するとともにコンプライアンス委員会に対し通

報等の内容を報告するものとする。 

  ３ 前項において、通報等を受理しないことを決定した場合には、通報の窓口を

通じて内部通報者に対し、その旨を理由とともに速やかに通知する。 

 

（調査の実施） 

第７条 通報等に係る調査を開始するにあたり必要と判断した場合には、理事長は通

報事案調査チームを設置して調査にあたらせることができる。但し、通報等が

理事長に係るものである場合には、通報の窓口が監事と協議の上その判断及び

指示を行うものとする。また、いずれの場合においても、必要に応じて外部機

関に当該調査を依頼することができるものとする。 

２ 調査において、役職員は、正当な理由がある場合を除き、関連資料の提出、

事実の報告その他調査に必要な行為を求められた場合は、これに応じて協力し

なければならない。 

３ 調査は公正かつ公平に行われ、通報等の対象となった者は、公正な聴聞の機

会と通報等の内容への反論及び弁明の機会が与えられるものとする。 

４ 調査において、通報等の内容に関する高度の専門性を要する場合には、外部

の有識者に意見を求めることができる。 

 

（調査結果に基づく対応、通知及び公表） 

第８条 前条の調査により法令等違反行為が確認された場合、理事長は速やかに対応

を行うものとし、必要に応じてコンプライアンス委員会に諮問し、違反行為の

中止命令等による是正、必要に応じて懲戒処分若しくは刑事告発及び再発防止

策等の措置を講じる。通報等が理事長に係るものである場合には、通報の窓口

が監事と協議の上これを行うものとする。 

  ２ 通報の窓口は、理事長の指示により、調査により確認された法令等違反行為

の有無、当該行為が確認された場合の是正措置及び当該行為者の処分等につい

て、被通報者のプライバシーに配慮しつつ、遅滞なく内部通報者に対して通知

するものとする。なお、匿名の通報等の場合はこの限りではない。通報等が理

事長に係るものである場合には、通報の窓口が監事と協議の上この通知を指示

するものとする。 

 

 



  ３ 理事長は、調査により確認された法令等違反行為の有無、当該行為が確認さ

れた場合の是正措置及び当該行為者の処分等対応の概要を(但し、通報者等個人

の氏名を除く)、速やかに理事会に報告するとともに、遅滞なくこれを公表する

ものとする。通報等が理事長に係るものである場合には、通報の窓口が監事と

協議の上これ行うものとする。 

  ４ 法人は、通報等をしたことを理由に、内部通報者本人が不利益を被る取扱い

をしてはならず、内部通報者等の職場環境が悪化することのないよう適切な措

置を取らなければならない。 

 

（内部通報者等の保護） 

第９条 当法人は、内部通報者が通報等を行ったこと、役職員が内部通報者に協力し

たこと又は通報等に基づく調査に協力したこと等を理由として、内部通報者本

人及び関係役職員に対して、懲罰、差別的処遇等の報復行為、人事考課への悪

影響等、不利益になる処分又は措置を行ってはならない。但し、内部通報者が

不正な目的で通報等を行った場合はこの限りではない。 

 

（内部通報制度に関する教育） 

第10条 当法人は、役職員に対して、公益通報者保護を含む内部通報制度について研

修等により周知徹底を図るものとする。 

 

（改廃） 

第11条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 



特定非営利活動法人全国救護活動研究会 文書管理規程 

 

 

（名 称） 

第１条 この規程は、特定非営利活動法人全国救護活動研究会（以下「当法人」とい

う。）における文書の取扱いについて定め、事務を正確かつ効率的に処理する

ことを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この規程において、法人文書とは、不特定多数の者に頒布又は販売すること

を目的として発行されるものを除く、業務上取扱う文書及び電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式等の記録を含む。）であって、当法人が保有しているもの

をいう。 

 

（事務処理の原則） 

第３条 当法人の事務は、原則として文書により処理するものとする。 

  ２ 文書によらないで事務を処理したときは、遅滞なく当該事務の内容に応じて

適切な内容の文書を作成及び保管し、事後に支障のないようにしなければなら

ない。 

 

（取扱いの原則） 

第４条 法人文書の取扱いは、責任の所在を明らかにして正確かつ迅速に行うととも

に、常に整理し、その所在を明らかにしておかなければならない。 

 

（文書管理担当者） 

第５条 当法人に文書管理担当者を置く。 

  ２ 文書管理担当者は、理事長が任免する。 

  ３ 文書管理担当者は、法人文書の受付、配布、回付、整理及び保存に関する事

務を行う。 

 

（決裁手続） 

第６条 文書の起案は、事務局規程に定める各部門において行うものとする。 

  ２ 前項の規定により起案した文書（以下「起案文書」という。）は、理事の職

務権限規程に定める決裁権者の決裁を受けるものとする。 

 

（受信文書） 

第７条 当法人が受信した文書（以下「受信文書」という。ただし、関連する事案が

軽微なものは除く。）は、文書管理担当者において受け付けるものとし、文書

管理担当者以外の者が受信文書を受け取ったときは、速やかに文書管理担当者

に回付しなければならない。 



（外部発信文書） 

第８条 当法人が外部に発信する文書（以下「発信文書」という。ただし、関連する

事案が軽微なものは除く。）は、第６条の決裁手続きを経た後に発信する。 

  ２ 前項の規定による発信文書については、担当部門において発信するとともに、

伺書に発信等の処理状況を記載し、または処理結果がわかる資料の添付を行う。 

 

（整理及び保管） 

第９条 法人文書の整理及び保管は、原則として当該法人文書に係る業務を行う部門

において行う。 

 

（保存期間） 

第10条 法人文書の保存期間は、別表の文書保存期間基準表による。ただし、関係法

規により保存期間が定められているものは、当該法規の規定に従う。 

  ２ 前項の保存期間は、当該法人文書の処理が完了した事業年度の翌事業年度か

ら起算する。 

 

（廃棄） 

第11条 保存期間を経過した法人文書は廃棄する。ただし、理事長又は決裁者が引続

き保存する必要があると認めたものはこの限りではない。 

  ２ 前項の廃棄は、法人文書の内容に応じて情報の保護等に配慮した適切な方法

により行う。 

 

（改廃） 

第12条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 文書保存期間基準表 

保存期間          文書の種類 

永年 行政庁等への提出文書、行政庁等からの許可書、認可書、通達などで重要な書類 

永年 行政庁等による検査又は命令に関する文書 

永年 登記に関する文書 

永年 定款、規程等に関する文書 
 

永年 
財務諸表等 

（活動計算書、貸借対照表、財務諸表の注記、財産目録、事業報告、監査報告等） 

10 年 会計監査に係る文書 

10 年 理事会、第三者委員会等の議事録、開催に関する文書 

10 年 効力の永続する契約に関する文書 

10 年 重要な権利や財産に関わる書類 

10 年 重要な人事に関する文書（表彰や懲罰を含む） 

10 年 労働協約に関する書類 

10 年 会計帳簿、会計伝票、取引書類 

10 年 源泉徴収簿 

10 年 給与所得者の扶養控除等(異動)申告書、配偶者特別控除申告書、保険料控除申告書 

５年 事業報告書 

５年 会計監査に係る報告書 

５年 従業員の身元保証書、誓約書等 

５年 軽微な契約に関する文書 

４年 雇用保険の被保険者に関する書類(離職票、雇用保険被保険者資格取得確認通知書

等) 

３年 労働者名簿 

３年 賃金台帳 

３年 役職員の採用・退職・解雇に関する文書 

３年 賃金その他労働関係の常用書類 

３年 時間外・休日労働協定届（36協定） 

３年 労災保険に関する書類 

３年 労働保険の徴収・納付等に関する書類 

３年 出勤簿(タイムカード) 

３年 残業命令など時間の記録に関する重要な書類 

２年 健康保険・厚生年金保険に関する書類 

２年 雇用保険に関する書類（被保険者関係以外の一切） 

 



特定非営利活動法人全国救護活動研究会 

役員および役職員の利益相反防止のための自己申告等に関する規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、特定非営利活動法人全国救護活動研究会（以下「当法人」とい

う）の役員および役職者の「利益相反に該当する事項」についての自己申告に

関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（対象者） 

第２条 この規程は、当法人の役員および役職者に対して適用する。 

  ２ この規程でいう役職者とは、事務局の役職員をいう。 

 

（自己申告） 

第３条 役員は、名目又は形態の如何を問わず、その就任後、新たに当法人以外の団

体等の役職を兼ね、又はその業務に従事すること（以下「兼職等」という）と

なる場合には、事前に事務局長に書面で申告するものとする。 

  ２ 前項に規定する場合のほか、当法人と役員との利益が相反する可能性がある

場合（当法人と業務上の関係にある他の団体等に役員が関係する（兼職等を除

く。）ことによってかかる可能性が生ずる場合を含むが、これに限られない。）

に関しても前項と同様とする。 

  ３ 事務局長が前各項及び次条の規定に基づく申告を行う場合には、これを理事

長に対して行うものとする。 

 

（定期申告） 

第４条 役員は、毎年１２月に当該役員の兼職等の状況その他前条の規定に基づく申

告事項の有無及び内容について事務局長に書面で申告するものとする。 

 

（申告後の対応） 

第５条 前３条の規定に基づく申告を受けた事務局長は、申告内容の確認を徹底した

上、申告を行った者が理事および監事である場合には事務局長が、申告を行っ

た者が事務局長である場合にあっては理事長が、必要に応じ、速やかに当該申

告を行った者に対して、この法人との利益相反状況の防止又は適正化のために

必要な措置を求めるものとする。 

 

（申告内容及び申告書面の管理） 

第６条 第３条の規定に基づいて申告された内容及び提出された書面は、事務局にて

管理するものとする。 

 

（改廃） 

第７条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 



特定非営利活動法人全国救護活動研究会 役員報酬規程 

 

 

（総則） 

第１条 この規程は、特定非営利活動法人全国救護活動研究会（以下、「当法人」と

いう）の定款第１８条に基づき、役員に対する報酬の支給及び費用の弁償に関

して、基本事項を定めるものである。 

 

（報酬） 

第２条 当法人の役員は、無報酬とする。 

 

（費用弁償） 

第３条 本法人の役員がその職務の執行に当たって負担した費用（職務の遂行に伴い

発生する旅費交通費等の経費をいう）については、当該役員からの請求があっ

た日以降、遅滞なく支払うものとする。 

 

（改廃） 

第４条 この規程の改廃は、総会の決議を経て行う。 

 

（補則） 

第５条 この規定に定めるもののほか必要な事項は、理事長が別に定めるものとする。 



特定非営利活動法人全国救護活動研究会 

利益相反防止に関する規程 

 

（名 称） 

第１条 この規程は、特定非営利活動法人全国救護活動研究会（以下「当法人」とい

う）「利益相反に該当する事項」について必要な事項を定めることを目的とす

る。 

 

（対象者） 

第２条 この規程は、当法人の役員に対して適用する。 

 

（利益相反行為の禁止） 

第３条 資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団

体との間の利益相反を防ぐ措置として、自己申告と定期申告をさせるとともに、

情報開示を行う。 

  ２ この法人が助成先団体を選定、監督するにあたり、法人と助成先団体との間

の利益相反行為をしてはならない。 

  ３ 助成事業等を行うにあたり、理事、監事、社員、職員その他の事業協力団体

の関係者に対し、特別の利益を与えてはならない。 

 

（利益相反等の防止及び開示） 

第４条 当法人は、利益相反を防止するとともに役員の職歴及び賞罰について自己申

告をさせるとともに、情報公開規程に基づき公開しなければならない。 

  ２ 当法人は、理事会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有

する理事を除いて行わなければならない。 
  ３ 当法人は、利益相反防止のため、理事に対して定期的に「利益相反に該当する

事項」について自己申告させるとともにその内容を確認し、必要な是正措置を講

じなければならない。 
 

（改廃） 

第５条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 



特定非営利活動法人全国救護活動研究会 

理事の構成等に関する規程 

 

（総則） 

第１条 この規程は、特定非営利活動法人全国救護活動研究会（以下、「当法人」と

いう）の理事の構成に関する事項について定めたものである。 

 

（定数） 

第２条 当法人は、定款の定めに従い、３人以上５人以内の理事を置く。 

２ 理事のうち１人を理事長とし、１名以上３人以内を副理事長とすることができ

る。 

 

（選任） 

第３条 理事は、総会において選任する。 

２ 理事長及び副理事長は、理事の互選とする。 

 

（構成） 

第４条 理事のうちには、それぞれの理事について、その配偶者若しくは三親等以内

の親族が１人を超えて含まれ、又は当該理事並びにその配偶者及び三親等以内

の親族が理事の総数の３分の１を超えて含まれることになってはならない。 

  ２ 他の同一の団体の理事又は使用人である者、その他これに準ずる相互に密接

な関係にある理事の合計数が理事の総数の３分の１を超えて含まれることにな

ってはならない。 

３ 特定非営利活動促進法第20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の理

事になることができない。 

 

（職務） 

第５条 理事長は、当法人を代表し、その業務を総理する。 

２ 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるとき又は理事長が欠け

たときは、理事長があらかじめ指名した順序によって、その職務を代行する。 

３ 理事は、理事会を構成し、定款の定め及び総会又は理事会の議決に基づき、

この法人の業務を執行する。 

 

（補則） 

第６条 この規定に定めるもののほか必要な事項は、総会の決議を経て、理事長が別

に定めるものとする。 



特定非営利活動法人全国救護活動研究会 倫理規程 

 

 

（目的） 

第１条 この規程は、特定非営利活動法人全国救護活動研究会の定款第５条に基づく事

業の実施にあたり、倫理について必要な事項を定め、この法人に対する社会的

信頼の一層の向上に資することを目的とする。 

 

（社会的信用の維持） 

第２条 この法人は、常に公正かつ誠実に事業運営に当たり、社会的信用の維持･向上

に努めなければならない。 

 

（基本的人権の尊重） 

第３条 この法人は、すべての人の基本的人権を尊重し、差別や個人の尊厳を傷つけ

る行為はしてはならない。 

 

（法令等の遵守） 

第４条 この法人は、関連法令及びこの法人の定款、倫理規程、その他の規程、内規

を厳格に遵守し、社会的規範にもとることなく、適正に事業を運営しなければ

ならない。 

  ２ この法人は、反社会的勢力との取引は一切行ってはならない。 

  ３ 役職員は、不正若しくは不適切な行為又はそのおそれがある行為を認めた場

合には、躊躇することなくコンプライアンス規程に則り対応しなければならな

い。 

 

（私的利益追求の禁止） 

第５条 この法人の役員及び従業員等は、その職務や地位を自己又は第三者の私的な

利益の追求のために利用することがあってはならない。 

 

（利益相反等の防止及び開示） 

第６条 この法人は、利益相反を防止することを示すため、役員の職歴及び賞罰につ

いて自己申告をさせるとともに、情報公開規程に基づき公開しなければならな

い。 

  ２ この法人は、総会又は理事会の決議に当たっては、当該決議について特別の

利害関係を有する会員又は役員を除いて行わなければならない。 

  ３ この法人は、利益相反防止のため、役職員に対して定期的に「利益相反に該

当する事項」について自己申告させるとともにその内容を確認し、必要な是正

措置を講じなければならない。 

 



（特別の利益を与える行為の禁止） 

第７条 この法人の役職員は、特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行

う者に対 し、寄付その他の特別の利益を与える行為を行ってはならない。 

 

（情報開示及び説明責任） 

第８条 この法人は、その事業活動に関する透明性を確保するため、その活動状況、

運営内容、 財務資料等を積極的に開示し、社会の理解と信頼の向上に努めなけ

ればならない。 

 

（個人情報の保護） 

第９条 この法人は、業務上知り得た個人的な情報の保護に万全を期すとともに、個

人の権利の尊重にも十分配慮しなければならない。 

 

（ハラスメントの防止） 

第10条 この法人の役職員は、セクシュアルハラスメント、パワーハラスメント及び

マタニティハラスメント等、各種ハラスメントの防止に努め、各種ハラスメン

トの存在を認知した場合には理事会で報告するとともに環境改善の措置を講じ

なければならない。 

 

（研鑽） 

第11条 この法人の役職員は、社会的課題や民間公益活動の促進に関する情報収集及

びその分析を行い、絶えず自己研鑽に努めなければならない。 

 

（改廃） 

第12条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 























































書式第１２号（法第２８条関係） 

事 業 報 告 用 
 

 

 

特定非営利活動法人全国救護活動研究会     

 

１ 事業の成果 

令和４年度は、救護活動、救命活動等についての情報の提供に関する事業として、インターネットや

会報誌、ラジオ番組などを活用し、救護活動、救命活動等についての情報の提供及び相談の受付、救護

活動、救命活動等についての情報の提供を目的としたコアメンバー会議の開催し、多くの方々に対して、

救護活動、救命活動等についての情報の提供と知識の向上に寄与して参りました。 

 災害時における救護活動についての研修会、講習会等の企画、開催に関する事業としては、活動範囲

を拡充し、東京都、千葉県、埼玉県や兵庫県、福岡県などにおいて、消防学校認定コース、ピアミーテ

ィング、メンタルタフネス・ＰＩＩＴトレーニング、ＣＳＭＲベーシックコース・スタッフ養成コース

及び講演会を実施し、より多くの消防士、災害救護活動に関わる方々に対して、知識、技術の普及と向

上、活動の支援を行って参りました。 

国内外の災害救護活動に関わる個人、団体との協力、連絡、連携及び支援に関する事業としては、京都

府、北海道消防学校への惨事ストレス対応、あきる野市町内会防災訓練への指導協力棟を通して、国内

外の災害救護活動に関わる個人、団体の活動の支援を図って参りました。 

令和５年度は、各事業を継続的に実施すると共に、新たに学術会議の立ち上げなどを通して、より広

く、より多くの方々に対し、災害、防災に関する知識や防災意識の向上、地域防災体制の拡充及び災害

救援活動の基盤整備の推進に寄与して参りたいと考えております。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

（１）特定非営利活動に係る事業               （事業費の総費用【 3,850 】千円） 

定款に記載 
された 
事業名 

事業内容 日時 場所 従事者 
人数 

受益 
対象者 
範囲 

受益 
対象者 
人数 

事業費 
（千円） 

救護活動、救命

活動等につい

ての情報の提

供に関する事

業 

救護活動、救命活動等
についての情報の提
供を目的としたコア
メンバー会議の開催 

令和４年 
１０月２７日 
令和５年 

７月１０日 

東京都及
び千葉県 

８名 

一般市民
及び消防
士、災害
救護活動
に関わる
方々 

６人 
／回 

546 

救護活動、救命活動等
についての情報の提
供を目的とした会報
誌の発行 
 
 

令和４年 
１２月 

令和５年 
 ４月 
 ９月 

東京都 

２名 

一般市民
及び消防
士、災害
救護活動
に関わる
方々 

不特定 
多数 

防災に関する情報提
供を目的としたラジ
オ番組への参加 
 
 

令和５年 
７月２日 

８月１３日 

東京都 

２名／回 一般市民 不特定 
多数 

令和４年度 事 業 報 告 書 



災害時におけ

る救護活動に

ついての研修

会、講習会等の

企画、開催に関

する事業 

消防士、災害救護活動
に関わる方々の知識、
技術の向上を目的と
した消防学校認定コ
ース、ピアミーティン
グ及び講演会等の企
画、開催 

令和４年 
９月９日 

１１月１９日 
～２１日 
２３日 

令和５年 
１月１６日 
～１７日 
２６日 

～２７日 
２月６日 

２５日 
～２６日 

３月１１日 
～１２日 

２５日 
８月１９日 
～２０日 
９月７日 

～８日 
 

東京都、
千葉県、 
埼玉県、 
静岡県、 
山梨県、 
新潟県、 
兵庫県、 
福岡県の 
消防学校 

延べ 

１６８名 

消防士、

災害救護

活動に関

わる方々 

５０６人 2,808 

国内外の災害

救護活動に関

わる個人、団体

との協力、連

絡、連携及び支

援に関する事

業 

あきる野市町内会防
災訓練への指導協力 

令和４年 
１月２１日 
２月１２日 
３月５日 

東京都あ

きる野市 
２名／回 

東京都あ
きる野市
の一般市
民 
 

１９０人 

495 

消防士、災害救護活動
に関わる方々のメン
タルサポート等を目
的としたＮＰＯＲＩ
ＲＯ相談所の開設 
 

令和４年 
１１月１８日 

２２日 

東京都 

２名／回 

消防士、
災害救護
活動に関
わる方々 

不特定 
多数 

京都府、北海道の消防
学校、消防本部等への
惨事ストレス対応 

令和５年 
５月２６日 
～２７日 

７月２０日 
～２３日 

京都府、

北海道内

の消防学

校、消防

本部等 
 

延べ 

７名 

消防士、
災害救護
活動に関
わる方々 

不特定 
多数 

 



（法第28条関係）

令和４年度 活動計算書
令和４年１０月１日から令和５年９月３０日まで

（単位：円）
科目

Ⅰ 経常収益
１．受取会費

正会員受取会費 0
賛助会員受取会費 1,304,687 1,304,687

２．事業収益
救護活動、救命活動等についての

情報の提供に関する事業収益 0
災害時における救護活動についての

研修会、講習会等の企画、開催
に関する事業収益 3,417,190

国内外の災害救護活動に関わる個人、
団体との協力、連絡、連携及び支援

に関する事業収益 0 3,417,190
３．受取寄付金等

受取寄付金 330,000 330,000
４.その他収益

受取利息 1 1
経常収益計 5,051,878

Ⅱ 経常費用
１．事業費

人件費
給料手当 960,000
人件費計 960,000
その他経費
印刷製本費 28,640
会議費 33,158
旅費交通費 895,800
通信運搬費 149,902
消耗品費 483,483
修繕費 16,127
賃借料 113,940
支払手数料 282,400
雑費 887,021
新聞図書費 0
交際費 0
リース料 0
その他経費計 2,890,471

事業費計 3,850,471
２．管理費

人件費
給与手当 320,000
役員報酬 0
人件費計 320,000
その他経費
広告宣伝費 158,400
会議費 0
旅費交通費 108,915
通信運搬費 1,210
消耗品費 53,236
事務用品費 0
修繕費 0
新聞図書費 10,000
支払手数料 247,984
車両費 19,093
保険料 0
租税公課 0
支払報酬料 0
その他経費計 598,838

管理費計 918,838
経常費用計 4,769,309

当期経常増減額 282,569
Ⅲ 経常外収益

経常外収益計 0 0 0
Ⅳ 経常外費用

経常外費用計 0 0 0
当期正味財産増減額 282,569
前期繰越正味財産額 -2,382,725
次期繰越正味財産額 -2,100,156

特定非営利活動法人全国救護活動研究会

（２）

金額

（１）

（２）

（１）



１． 重要な会計方針

２． 事業別損益の状況
（単位：円）

救護活動、救命活
動等についての情
報の提供に関する
事業

災害時における救護活
動についての研修会、
講習会等の企画、開催
に関する事業

国内外の災害救護活動
に関わる個人、団体と
の協力、連絡、連携及
び支援に関する事業

事業部門計 管理部門 合計

Ⅰ 経常収益
受取会費 0 0 0 0 1,304,687 1,304,687
事業収益 0 3,417,190 0 3,417,190 0 3,417,190
受取寄附金等 0 0 0 0 330,000 330,000
その他収益 0 0 0 0 1 1

経常収益計 0 3,417,190 0 3,417,190 1,634,688 5,051,878
Ⅱ 経常費用

人件費
給料手当 320,000 320,000 320,000 960,000 320,000 1,280,000
役員報酬 0 0 0 0 0 0
人件費計 320,000 320,000 320,000 960,000 320,000 1,280,000
その他経費
広告宣伝費 0 0 0 0 158,400 158,400
印刷製本費 28,640 0 0 28,640 0 28,640
会議費 0 33,158 0 33,158 0 33,158
旅費交通費 0 786,190 109,610 895,800 108,915 1,004,715
通信運搬費 115,372 34,530 0 149,902 1,210 151,112
消耗品費 21,567 461,916 0 483,483 53,236 536,719
保険料 0 0 0 0 0 0
賃借料 3,900 110,040 0 113,940 0 113,940
支払手数料 55,721 215,019 11,660 282,400 247,984 530,384
事務用品費 0 0 0 0 0 0
修繕費 0 16,127 0 16,127 0 16,127
雑費 1,754 831,296 53,971 887,021 0 887,021
新聞図書費 0 0 0 0 10,000 10,000
交際費 0 0 0 0 0 0
リース料 0 0 0 0 0 0
車両費 0 0 0 0 19,093 19,093
租税公課 0 0 0 0 0 0
支払報酬料 0 0 0 0 0 0
その他経費計 226,954 2,488,276 175,241 2,890,471 598,838 3,489,309

経常費用計 546,954 2,808,276 495,241 3,850,471 918,838 4,769,309

当期経常増減額 -546,954 608,914 -495,241 -433,281 715,850 282,569

令和４年度 計算書類の注記

（１）

（２）

 ２．

科目

 １．

計算書類の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010年7月20日2017年12月12日最終改正 NPO法人会計基準協議
会）によっています。

特定非営利活動法人全国救護活動研究会

 ４．

 ３．



書式第１５号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人全国救護活動研究会

（単位：円）

Ⅰ 資産の部

１ 流動資産

現金預金 268,706

立替金 243,800

流 動 資 産 合 計 512,506

２ 固定資産

建物 2,394,684

車両運搬具 249,900

工具器具備品 860,552

固 定 資 産 合 計 3,505,136

３ 繰延資産

創立費 0

創業費 0

繰 延 資 産 合 計 0

資 産 合 計 4,017,642

Ⅱ 負債の部

１ 流動負債

役員借入金 6,117,798

流 動 負 債 合 計 6,117,798

２ 固定負債

0

固 定 負 債 合 計 0

負 債 合 計 6,117,798

Ⅲ 正味財産の部

 前期繰越正味財産 -2,382,725

 当期正味財産増減額 282,569

 正味財産合計 -2,100,156

負債及び正味財産合計 4,017,642

令和４年度  貸借対照表

令和５年９月３０日現在

科 目 金 額



書式第１７号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人全国救護活動研究会

（単位：円）

Ⅰ 資産の部

１ 流動資産

現金預金 268,706

立替金 243,800
流 動 資 産 合 計 512,506

２ 固定資産

建物 2,394,684

車両運搬具 249,900

工具器具備品 860,552

固 定 資 産 合 計 3,505,136

３ 繰延資産

創立費 0

創業費 0

繰 延 資 産 合 計 0

資 産 合 計 4,017,642

Ⅱ 負債の部

１ 流動負債

役員借入金 6,117,798

流 動 負 債 合 計 6,117,798

２ 固定負債

0

固 定 負 債 合 計 0

負 債 合 計 6,117,798

正 味 財 産 -2,100,156

令和４度 財産目録

令和５年９月３０日現在

科 目 金 額



書式第１８号（法第２８条関係） 

事 業 報 告 用 

 

令和４年度年間役員名簿 
（前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿） 
特定非営利活動法人全国救護活動研究会       

 

１ 確認事項（法第２０条及び第２１条を確認の上、チェックを入れてください。） 

☑以下の役員には、欠格事由者が含まれません。（法第２０条関係） 

☑各役員について、親族の規定に違反していません。（法第２１条関係） 

 

２ 役員一覧 

 役 名 
どちらかに○ 

（フリガナ） 
住 所 又 は 居 所  

前事業年度内の 

就任期間 
報酬を受けた期間 
（該当者のみに記入） 氏 名 

1 理事・監事 
ﾔｸｼ ﾄｸｼﾞﾛｳ 令和 4年10月 1日 

～ 

令和 5年 9月30日 

  年  月  日 

～ 

年  月  日 八 徳二郎 

2 理事・監事 
ﾅｶﾑﾗ ﾅｵﾔ 令和 4年10月 1日 

～ 

令和 5年 9月30日 

  年  月  日 

～ 

年  月  日 中村 直哉 

3 理事・監事 
ｲﾄｲ ﾄﾓﾕｷ 令和 4年10月 1日 

～ 

令和 5年 9月30日 

  年  月  日 

～ 

年  月  日 糸井 友行 

4 理事・監事 
ﾖｼｵｶ ﾄｼﾕｷ 令和 4年10月 1日 

～ 

令和 5年 9月30日 

  年  月  日 

～ 

年  月  日 𠮷岡 利征 

5 理事・監事 
ｸﾏｻﾞﾜ ﾐﾂｱｷ 令和 4年10月 1日 

～ 

令和 5年 9月30日 

  年  月  日 

～ 

年  月  日 熊澤 光明 

6 理事・監事 
ﾔﾅｷﾞ ﾋﾃﾞｵ 令和 4年10月 1日 

～ 

令和 5年 9月30日 

  年  月  日 

～ 

年  月  日 柳 英雄 

7 理事・監事 
 

 

平成  年  月  日 

～ 

平成  年  月  日 

  年  月  日 

～ 

年  月  日  

8 理事・監事 
 

 
平成  年  月  日 

～ 

平成  年  月  日 

  年  月  日 

～ 

年  月  日  

9 理事・監事 
 

 

平成  年  月  日 

～ 

平成  年  月  日 

  年  月  日 

～ 

年  月  日  

10 理事・監事 
 

 
平成 年  月  日 

～ 

平成 年  月  日 

  年  月  日 

～ 

年  月  日  

 



書式第４号（法第１０条・第２８条関係） 
 
  

社員名簿（社員のうち１０人以上の者の名簿） 
  

 
 特定非営利活動法人全国救護活動研究会 

   

氏   名 住 所 又 は 居 所 

１ 八 徳二郎 

２ 中村 直哉 

３ 糸井 友行 

４ 𠮷岡 利征 

５ 熊澤 光明 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 

11   

12   

 

設立・事業報告用 


	24123_公募申請フォーム_墨.pdf
	01_ 事業計画書_特定非営利活動法人全国救護活動研究会
	事業計画書 (公募版)

	02_資金計画書等_特定非営利活動法人全国救護活動研究会
	資金計画書
	助成概要
	自己資金・民間資金

	04_ 全管理・危機管理の実施体制図_墨
	05_団体情報_特定非営利活動法人全国救護活動研究会_墨
	06_役員名簿_特定非営利活動法人全国救護活動研究会_墨
	07_規程類必須項目確認書_特定非営利活動法人全国救護活動研究会
	08_特定非営利活動法人全国救護活動研究会定款
	コンプライアンス規程
	給与規程
	経理規定
	事務局規程
	情報公開規程
	特定非営利活動法人全国救護活動研究会
	内部通報規程
	文書管理規程
	役員および役職員の利益相反防止のための自己申告等に関する規程
	役員報酬規程
	利益相反防止に関する規程
	理事の構成等に関する規程
	倫理規程
	09_登記事項証明書_墨
	令和2年事業報告書＆決算報告書_墨
	令和3年事業報告書＆決算報告書_墨
	令和4年事業報告書&決算報告書_墨



